
　

○新要件を満たす都の拠点病院等を新たに指
定し、機能強化を図るとともに、引き続き、がん地
域医療連携モデル病院事業を実施し、その結果
を踏まえ、診療連携体制のあり方を検討する。

○国拠点病院・都拠点病院（旧認定病院）にお
いて、二次医療圏内のがん診療に携わる医療従
事者を対象に研修を実施する。

○拠点病院・協力病院において、地域の連携先
医療機関を拡充するための取組を行っていく。

○拠点病院・協力病院において、手術、放射線
治療及び化学療法を効果的に組み合わせた集
学的治療を提供するとともに、標準治療等がん
患者の状態に応じた適切な治療を提供する。

○拠点病院・協力病院において、チーム医療を
一層推進する。

○拠点病院・協力病院において、院内の医療従
事者を対象に研修等を実施する。また、東京都
がん診療連携協議会研修部会において、対象
を多職種に拡大し、研修会を実施する。

○拠点病院・協力病院と地域の歯科医療機関と
の連携を推進する。

○拠点病院・認定病院・協力病院において、放射線
治療室、外来化学療法室、緩和ケアチームに、医師、
薬剤師、看護師、放射線技師等を配置し、さらに、配
置要件を強化し、チーム医療を行っている。

○適切な集学的治療の提供のため、拠点病院等におけるが
んに関する知識と技術を十分有した薬剤師や看護師等の育
成のための研修を推進していく。

○拠点病院・認定病院・協力病院において、院内の
医療従事者を対象に研修等を実施している。また、東
京都がん診療連携協議会研修部会において、医師、
薬剤師、看護師、放射線技師を対象に研修会を実施
している。

○拠点病院等が中心となり、地域医療機関、薬局、訪問看護
ステーション等に対し、がん医療への理解促進や人材育成
に取り組む。

○拠点病院・認定病院において、二次医療圏内のが
ん診療に携わる医療従事者を対象に研修を実施して
いる。

○拠点病院等による、手術療法、放射線療法及び化学療法
などを効果的に組み合わせた、適切ながんの集学的治療の
提供を一層推進する。

○拠点病院・認定病院・協力病院において、手術、放
射線治療及び化学療法を効果的に組み合わせた集
学的治療を提供するとともに、標準治療等がん患者の
状態に応じた適切な治療を提供している。

○がん患者の化学療法等に伴う口腔合併症等に対応するた
め、医科歯科連携による周術期の口腔ケアを推進し、生活の
質の向上を図る。

○拠点病院・協力病院の指定要件中に医科歯科連
携による周術期の口腔ケアの推進を規定し、拠点病
院等における周術期の口腔ケアを推進している。

○がん患者一人ひとりの状態に合わせて、医師、薬剤師及
び看護師等多職種でのチーム医療を推進する。

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

１　がん医療の取組

施策目標 具体的取組（要旨）

今後の予定

（目標１）
患者・家族が安心
できるがん医療提
供体制を推進する

○国の拠点病院制度の見直しの結果を受け、都における拠
点病院等のあり方を再度検討する。

○地域の病院及び診療所の医療機能や専門性を活かした
役割を検討し、それぞれの医療機関が役割に応じた機能を
発揮できるような体制を整備

○東京都がん対策推進協議会がん医療提供体制の
あり方検討部会における、認定病院・協力病院の機能
や地域でがん診療を行う医療機関の役割等の検討結
果を踏まえ、認定病院・協力病院の指定要件及び名
称を見直すとともに、拠点病院等と地域の医療機関と
の診療連携を推進するため、がん地域医療連携モデ
ル病院事業(がん患者在宅移行支援事業【再生計
画】）を実施した。

A　・　B　・　C　・　D

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

○がんの診療連携を推進するため、拠点病院等を中心に、
東京都医療連携手帳の普及拡大に向けた取組等を実施す
る。

○拠点病院・認定病院・協力病院において、地域の
連携先医療機関を拡充するための取組を行ってい
る。

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１　がん医療の取組

　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進（目標達成済）

B：順調に推進（29年度に目標達成可能）

C：取組の遅れが発生している
D：計画の見直しが必要
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１　がん医療の取組

　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進（目標達成済）

B：順調に推進（29年度に目標達成可能）

C：取組の遅れが発生している
D：計画の見直しが必要

○がん診療に携わる全ての医師が緩和ケアの
基本的な知識を身に付けるよう、受講を推進す
る。

○看護師をはじめとする医療従事者にも緩和ケ
アの基本的な知識を身に付けさせるよう、受講を
推進する。

○東京都がんポータルサイトをはじめ様々な媒
体を活用し、緩和ケアに関する正しい情報を発
信し、普及啓発を行っていく。

○東京都小児がん診療連携協議会に参画する
病院等の協力を得て、引き続き、情報共有・公
開、レベルアップ等に取り組む。

○東京都がんポータルサイトや市民公開講座等
により、小児がんに関する正しい情報を発信し、
普及啓発を行っていく。

A　・　B　・　C　・　D

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

１　がん医療の取組

A　・　B　・　C　・　D

○地域緩和ケアを推進するため、二次保健医療圏ごとに、緩
和ケア連携推進会議を設置し、情報共有や、相談支援、研
修等を進める。地域における緩和ケアの水準の向上と、切れ
目のない緩和ケアを提供できる体制の整備を図る。

○東京都がんポータルサイトによる小児がんに関する
情報を発信するとともに、東京都小児がん診療連携協
議会において、患者・家族や地域の小児医療に携わ
る医療従事者等を対象に市民公開講座を開催した。

（目標３）
小児がんに対する
総合的な支援体制
を構築する

○国の指定する小児がん拠点病院と、都が独自に認
定する東京都小児がん診療病院、患者代表等で構成
する東京都小児がん診療連携協議会を設置し、各施
設の小児がん診療実績の情報共有・公開、地域医療
機関の育成等に取り組んでいる。

〇がんの情報をわかりやすく一元化して提供するため
「東京都がんポータルサイト」を開設し、緩和ケアに関
する正しい知識と理解を得るための情報を掲載した。

○がん患者・家族や都民に対し、緩和ケアの基本的な考え
方などの情報提供を行い、緩和ケアの正しい理解の普及啓
発を行う。

○医師緩和ケア研修会は、通常土日２日間に開催し
ているが、病院によっては、参加者の利便性を考慮
し、日曜日２週開催を実施した。

〇国拠点病院の指定要件と同様、都拠点病院の指定
要件についても、医師緩和ケア研修の対象者を、初
期臨床研修２年目から初期臨床研修終了後３年目ま
での全ての医師に拡充した。

○東京都在宅緩和ケア支援センターにおいて、看護
師を対象とした緩和ケア研修会を実施した。

○医師に対する緩和ケア推進研修会について、より多くの医
師が受講できるよう、工夫を凝らして実施する。看護師や薬
剤師等が、緩和ケアに関する基礎的な知識や技術を身に付
けるための研修を実施する。

○「東京都小児がん診療連携ネットワーク（仮称）」を構築し、
小児がん拠点病院や、ネットワークに参画する医療機関等と
の連携を推進し、診療連携や相談支援を実施していく。

○２か所の二次保健医療圏における緩和ケア推
進事業の取組結果を踏まえ、これらの取組を他
の二次保健医療圏に広めていく。

〇各病院において、東京都緩和ケア連携手帳
の活用を推進する。

○２か所の二次保健医療圏において、地域緩和ケア
推進のため、拠点病院が中心となり、地域の医療機関
等で構成する緩和ケア連携推進会議を設置し、職種
別研修会の実施、地域の医療資源の情報収集・共
有、関係者間の相談支援体制、多職種連携体制の構
築等に取り組んでいる。

〇東京都がん診療連携協議会クリティカルパス部会
において、都内共通の東京都緩和ケア連携手帳を作
成した。

○拠点病院等と地域の医療機関等が各々の役割を活かした
連携を行い、がん患者・家族が望む場所で適切な緩和ケア
を提供することを「地域緩和ケア」と位置づけ、推進する。

（目標２）
がんと診断されたと
きからの切れ目の
ない緩和ケアを提
供する

○小児医療に携わる医師及び医療従事者や都民に対し、小
児がんに関する様々な情報提供や普及啓発を行い、社会全
体の小児がんに関する理解を深める。
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今後の予定事項名
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これまでの取組状況（平成26年度まで）
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　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進（目標達成済）

B：順調に推進（29年度に目標達成可能）

C：取組の遅れが発生している
D：計画の見直しが必要

○がん相談支援センター業務の評価項目につ
いて、各病院で自己評価を行い、業務改善し、
相談支援・情報提供機能の強化を図る。また、
必要に応じ、評価票を見直す。

〇相談員研修を実施し、相談員の質の向上を目
指すとともに、病院間の情報共有・連携を図る。

○がん相談支援センターがより多くの患者・家族
等に利用されるよう、積極的に周知する。

○がん患者の療養に役立つよう、都内で活動を
行っているがん患者支援団体等の情報を東京
都がんポータルサイトに掲載し、情報提供すると
ともに、拠点病院等と情報共有し、相談支援・情
報提供業務に活かしていく。

○東京都がんポータルサイトの内容を充実して
いく。

○拠点病院等の相談情報センター間において
それぞれ保有する地域の医療機関等に関する
情報を共有するため、ネットワークを整備してい
く。

○仕事と治療を両立できる職場環境づくりに積
極的に取り組む企業の好事例をさらに収集し、
普及啓発を行っていく。

○院内がん登録実務者研修を実施し、院内がん
登録データの質の向上を図る。

○より多くの患者情報を収集するため、届出医
療機関を順次拡大するとともに、地域がん登録
の精度を高めるため医療機関の実務担当者の
育成に向けた研修を継続して行う。

（目標５）
がん登録とがんに
関する研究を推進
する

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

１　がん医療の取組

（目標４）
がんに関する相談
支援・情報提供を
充実する

○相談支援センターの実績を把握し、機能の強化を推進す
る。拠点病院及び認定病院は、共同で研修や事例検討を行
い、各施設における有効な相談支援の実施につなげる。

A　・　B　・　C　・　D

○地域のがん患者団体等の活動状況を把握し、情報提供す
るとともに、相談支援センターと患者団体等の連携による取
組を推進する。

○拠点病院等において、がん患者支援団体と連携
し、患者サロン等の相談支援・情報提供業務を実施し
ている。

○がんに関する十分な情報を集約し、ウェブサイトにより、利
用しやすい形で提供する。また、相談支援センターは、相互
に地域の医療提供施設等や患者団体等に関する情報の共
有を行い、充実を図る。

○がん患者が治療を行いながら仕事を継続できるよう、事業
主等を対象にがんの治療と就労の両立に関する普及啓発を
行うとともに、利用しやすい相談支援及び情報提供体制を整
備する。

○相談支援センターの利用を促進するため、存在や機能に
関する積極的な周知を行う。また、拠点病院及び認定病院
は、院内掲示等、により、患者・家族や地域の医療提供施設
等への周知を工夫する。

○各病院においてがん相談支援センターについての
パンフレットの作成・配布、見やすい場所への案内掲
示等を行うとともに、東京都がんポータルサイトでセン
ターを紹介し、利用促進を図っている。

○がん患者・家族及び企業を対象に、がん罹患後の
就労に関する実態・課題・ニーズを広く把握するため
調査を実施。その結果を踏まえ、企業に対する、治療
と仕事の両立のための職場環境づくりに関する普及
啓発を行った。

○東京都がん診療連携協議会相談・情報部会におい
て検討し、相談支援センターが備えるべき機能を定
め、評価項目を策定した。

○がん相談員のレベルアップを図るため、研修を実施
した。

○がんの情報を分かりやすく一元化して提供するため
「東京都がんポータルサイト」を開設し、予防、医療、
緩和ケア等様々な情報を提供している。

○東京都がん診療連携協議会相談・情報部会におい
てがん相談支援センターが保有する地域の医療機関
や介護施設等に関する情報共有や、患者団体等に関
する情報収集等に関する仕組みを検討した。

○医療機関に対し、東京都地域がん登録に関するチ
ラシ等を送付するなど、より多くの情報を得るための普
及啓発を行うとともに、実務担当者向けの研修会を実
施し、知識・技術の向上に努めた。

○地域がん登録の質の向上のため、より多くの患者情報の
収集に努める。実務担当者向け研修会を継続的に実施し、
医療機関の地域がん登録に関する理解促進や実務者の知
識・技術の向上を図る。

○院内がん登録室において、院内がん登録実施病院に対
し、研修を実施するとともに、相談窓口を設置するなど、標準
登録様式に基づく院内がん登録の実施への支援を行ってい
く。

A　・　B　・　C　・　D

○都立駒込病院に院内がん登録室を設置し、拠点病
院等の院内がん登録データを集計・分析するととも
に、登録実務担当者に対し実務研修を実施し、院内
がん登録の質の向上を図っている。
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○がん登録に対し、広く都民の理解が得られる
よう、普及啓発を継続して行う。

○データの精度を保つため、遡り調査（死亡票
により初めて確認されたがん患者について、医
療機関に情報の届出を依頼するもの）及び生存
確認調査（登録したがん患者のうち、一定期間
経過後も死亡情報を得ていない者について、区
市町村に情報の届出を依頼するもの）を実施す
る。

【評価指標】

がん対策情報センターによ
る研修を終了した相談員数

90人 増やす 104人 119人

全拠点病院・認定病院の緩
和ケア外来受診者数

14,226人 増やす 12,746人 14,053人

がんの75歳未満年齢調整
死亡率の20%減少

85.4 75.1 82.4 81.4 80.6

計画時
実績

目標
実績

25年度

○地域がん登録の意義や個人情報の取扱いの徹底等をより
一層周知していく。

○都民向けリーフレットを活用し、地域がん登録の意
義や個人情報の取扱いについて周知を図った。

26年度

がん診療連携病院・東京都認定がん診
療病院現況報告書

がん診療連携病院・東京都認定がん診
療病院現況報告書（追加調査）

国立がん研究センターがん対策情報セン
ター「人口動態統計による都道府県別が
ん死亡データ」

資料出典
27年度 28年度 29年度

項目

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

１　がん医療の取組

（目標５）
がん登録とがんに
関する研究を推進
する

○がん登録によって得られたデータについて、分析･評価・
検証し、都内におけるがんの実態把握を進め、より効果的な
がん対策の実施に活かしていく。

○分析・評価・検証を行うためのデータ蓄積を行って
いる段階である。

（23年） 

（24年） 

（24年） （25年） 

（25年） 
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○各圏域別検討会による、地域住民等への普
及啓発等の実施

○引き続き、都ホームページ等を活用し、標準
様式の普及啓発を実施

○東京都地域連携パス合同会議の開催（年３
回）

２　脳卒中医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

２　脳卒中医療の取
組

（目標１）
都民に対する脳卒
中医療に係る普及
啓発を推進する

○都民が、脳卒中医療を発生させる要因について理解し、
健康的な生活習慣を実践できるよう、区市町村や医療保険
者等と連携し、普及啓発や情報提供を進める。

A　・　B　・　C　・　D

○これまで行ってきたポスターやリーフレットの作成、トレイン
チャンネルへの掲載等、引き続き広域的な普及啓発を実施
する。

○各圏域で実施している脳卒中にかかる普及啓発につい
て、圏域間での協力体制を築けるよう、圏域事務局の連絡会
等を開催する。

A　・　B　・　C　・　D

○東京都脳卒中医療連携協議会の下に「脳血
管内治療検討ワーキンググループ」を設置し、救
急搬送・受入について検討

○各種調査結果やデータの変化を脳卒中医療連携協議会
で評価・検証し、救急搬送・受入体制の見直し、充実を図る。

具体的取組（要旨）

A　・　B　・　C　・　D

○脳卒中に関する普及啓発として以下の取組を実施
　①脳卒中週間（5月25日～31日）での普及啓発
　②インターネットを活用した普及啓発
　③チラシ・クリアファイルの作成・配布
　④電車・バスの車内広告

○引き続きチラシ等による普及啓発に取り組むと
ともに、27年度は「早期発見及び予防」をテーマ
とするシンポジウムを開催予定

○各圏域別検討会で、地域の実情に応じた普及啓発
の実施

（目標２）
救急搬送・受入体
制の充実を図る

○今後も多くの医療機関が脳卒中の急性期医療に取り組む
よう働きかけていくとともに、「東京都脳卒中急性期医療機
関」として認定した医療機関について、患者受入状況等を把
握し、患者数・医療内容の検証を行った上で、認定病院の質
を高めるための取組を検討する。

○東京都脳卒中救急搬送体制実態調査結果を踏ま
え、協議会において搬送体制の運用状況や課題の把
握、救急搬送と急性期医療の充実について検討
　・東京都脳卒中急性期医療機関数
　　163機関（平成27年４月１日時点）

（目標３）
病期に応じたリハ
ビリテーション事業
の整備を図る
※「第2章第5節　リ
ハビリテーション医
療の取組」の再掲

【１　急性期リハビリテーション】
○急性期病院での治療後、リハビリテーションの必要な患者
が、早期に回復期リハビリテーション病棟等への転院ができ
るよう、急性期病院と回復期リハビリテーション病棟を有する
病院間で脳卒中地域連携パス等の更なる普及を図る。

○脳卒中地域連携パスの標準様式「東京都脳卒中地
域連携診療計画書」を都ホームページに掲載し、普
及啓発を実施

○急性期病院において、回復期リハビリテーション病棟を有
する各病院の情報等を把握できるよう、適宜情報提供する。

○都内パス事務局関係者が一堂に会するパス合同会
議を年３回開催
　・平成26年６月　470名参加
　・平成26年10月　480名参加
　・平成27年２月　495名参加
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２　脳卒中医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○病床機能分化推進事業（施設設備整備）の実
施【確保計画】

○作成した研修テキスト等は、各地域リハビリ
テーション支援センターにおいて地域のかかり
つけ医に対する研修資料で活用

○各地域リハビリテーション支援センターが実施
している事業の充実・強化（若手ＰＴ・ＯＴ実務研
修【確保計画】 ）

○ケアマネジャーがリハビリ医療の視点を持った
ケアプランが策定できるよう、各地域リハビリテー
ション支援センターにおいて地域のケアマネ
ジャーに対する研修を実施

○医療保健政策区市町村包括補助事業を実施
し、区市町村の取組を支援（継続）

〇地域リハビリテーション支援センターにおいて
地域の医療機関等に対する研修等を実施

○研修修了者が所属事業所にてＯＪＴを実施
   (平成25年度で事業終了)

【２　回復期リハビリテーション】
○回復期リハビリテーション病棟の充実を図るために、回復
期リハビリテーション施設や設備の整備に要する費用を引き
続き病院に補助する。

○医療機関が回復期リハビリテーション病棟の整備に
要する経費を補助（回復期リハビリテーション病棟施
設設備整備事業）
　・補助実績：26年度 施設設備（１病院：56床分）
　　　　　　　 　　　　　 設備整備（４病院）

○都内在職中の理学療法士等を対象に研修を実施
　・研修実績：年２回（206名修了）

○回復期リハビリテーション適用患者のうち、急性期病院から
直接在宅に移行した患者等に対する支援など、超高齢社会
の到来を見据えた在宅リハビリテーションの充実に向けた検
討を行う。

○回復期リハビリテーション病棟を有する病院と、維持期リハ
ビリテーションを提供するかかりつけ医、福祉施設間の脳卒
中地域連携パス等の更なる普及を図るとともに、在宅でリハ
ビリテーションを受ける患者に関わる医師、訪問看護師、介
護支援専門員及び介護職等の連携強化を支援していくこと
により、退院後も引き続きリハビリテーションが必要な患者を
支援する。

○東京都かかりつけ医リハビリテーション普及促進事
業の実施（25年度）
　・リハビリに関する研修の企画と実施
　　　検討会（２回開催）
　　　研修会（５回開催：５７０名受講）
　・研修で使用する動画やテキストの作成
　・リハビリに関するパンフレット・ポスターの
　　作成・配布

○各二次保健医療圏（島しょを除く）に地域リハビリ
テーション支援センターを指定し、当該支援センター
を拠点として、地域において様々な形態で実施されて
いるリハビリテーション事業を支援【再生計画】
　・地域リハビリテーション提供体制の強化
　・訪問・通所リハビリテーションの利用促進
　・地域リハビリテーション関係者の連携強化

○東京都かかりつけ医リハビリテーション普及促進事
業の実施（25年度）

○理学療法士等を対象として、訪問リハビリテーションの知
識・技術の向上と介護支援専門員など他職種の理解と連携
に関する研修を実施し、訪問リハビリテーション人材を養成す
る。

【３　維持期リハビリテーション】
○介護支援専門員が、リハビリテーション医療の視点を持っ
たケアプランを策定できるよう、各地域リハビリテーション支援
センターにおいて地域の介護支援専門員に対する研修を実
施する。

○地域リハビリテーション支援センターがケアマネ
ジャーに対して行う研修のテキストを作成

○区市町村による在宅療養支援窓口設置を支援することに
より、維持期リハビリテーションの必要な患者に適切な機関、
施設への案内を充実させる。

○医療保健政策区市町村包括補助事業の実施
　区市町村が取り組む、次の3つの項目の補助
　※( ) H26年度補助実績
・在宅療養支援窓口事業（17区市町村）
・在宅療養後方支援病床確保事業（10区市町村）
・在宅療養推進協議会（21区市町村）

○主に診療所の医師であるかかりつけ医にリハビリテーショ
ン医療の普及啓発を図ることで、回復期リハビリテーション病
棟から在宅等に退院した患者の在宅リハビリテーションの充
実を図る。また、かかりつけ医へのリハビリテーション提供医
療機関に関する情報提供を行う。

（目標３）
病期に応じたリハ
ビリテーション事業
の整備を図る
※「第2章第5節　リ
ハビリテーション医
療の取組」の再掲

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

２　脳卒中医療の取
組

A　・　B　・　C　・　D
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２　脳卒中医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○在宅療養研修事業を実施。東京都医師会に
おいて各地区医師会の在宅療養地域リーダー
を育成し、地域リーダーがそれぞれの地区で研
修を実施する。（継続）

○各地域リハビリテーション支援センターが実施
している事業の充実・強化（若手ＰＴ・ＯＴ実務研
修）【確保計画】

○在宅医等相互支援体制構築事業を実施し、
引き続き在宅療養環境整備の取組を支援してい
く。（継続）

○引き続き、都ホームページ等を活用し、標準
様式の普及啓発を実施

○東京都地域連携パス合同会議の開催（年３
回）○維持期の医療機関におけるパスの使用を促進するため、

活用事例の紹介など、パスの一層の普及を推進する。また、
維持期の医療機関におけるパスの使用実績や、課題等を把
握し、パスの改善に取り組む。

○都内のパスの統一化など、地域連携パスがさらに有用性
のある仕組みとなるための取組や、パス以外の地域における
医療連携促進に係る方策を、東京都脳卒中医療連携協議
会に専門部会を設置するなどして、検討・推進する。

○入院医療機関での患者回診や訪問診療への同行など、
入院医療機関の医師等と在宅医療を担うかかりつけ医等と
が互いの現場を把握する機会を提供することにより、入院医
療と在宅療養双方の視点を持つ人材の育成に努める。また、
医療食及び介護職共同の研修や、症例検討会等を実施し、
医療職や介護の知識・制度等を正しく理解させることにより、
連携の視点を持った人材の育成に努める。≪再掲≫

○在宅療養研修事業を実施
　平成26年度実績
　地域リーダー　81名
　地域における研修の実施　26地区医師会

○地域リハビリテーション支援センターが中心となり、リハビリ
テーション施設、自治体、関係団体等が参画する連絡会を開
催し、現状の課題等について意見交換と情報共有を行い、
地域リハビリテーションに関わる施設等の連携を推進する。
≪再掲≫

○各二次保健医療圏（島しょを除く）に地域リハビリ
テーション支援センターを指定し、当該支援センター
を拠点として、地域において様々な形態で実施されて
いるリハビリテーション事業を支援

○在宅医療に携わる医師の負担を軽減するため、在宅医が
訪問看護ステーション等と連携・在宅医相互に補完し合いな
がら、チームとして24時間の診療体制を構築する地域の取組
を支援し、在宅療養支援診療所や、在宅療養支援病院の確
保につなげる。

○在宅医等相互支援体制構築事業を実施
　複数の在宅医が相互に補完し、または訪問看護ス
テーションと連携しながらチームとして24時間の診療
体制を確保

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

１　脳卒中医療の取
組

（目標４）
地域連携体制の充
実を図る

○都内１１のパス事務局間の意見交換会等を開催し、都内の
パスの使用・普及にかかる課題を抽出・検証するとともに、東
京都脳卒中医療連携協議会等で改善策の協議・検討を行
い、一層のパスの普及を図る。

○脳卒中地域連携パスの標準様式「東京都脳卒中地
域連携診療計画書」を都ホームページに掲載し、普
及啓発を実施

○都内パス事務局関係者が一堂に会するパス合同会
議を年３回開催
　・平成26年６月　470名参加
　・平成26年10月　480名参加
　・平成27年２月　495名参加

A　・　B　・　C　・　D
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２　脳卒中医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

【評価指標】

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度

年齢調整死亡率
男48.4
女25.2

下げる
男42.7
女22.3

（24年度）

男40.8
女21.0

（25年度）

26年度 27年度 28年度 29年度

医療政策課調べ

衛生統計・人口動態統計（東京都福祉保
健局）

地域連携クリティカルパス
参加医療機関数

延べ
1,048機関

増やす 1,062機関 1,051機関
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○　東京都ＣＣＵ連絡協議会の開催（継続）

○急性大動脈スーパーネットワーク会議（継続）

○健康づくり事業推進指導者育成研修につい
て、引き続き実施していく。

【評価指標】

３　急性心筋梗塞医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

３　急性心筋梗塞医
療の取組

（目標１）
CCU医療機関の連
携強化と質の向上
を図る

○急性期心筋梗塞患者をCCU医療機関に適切に搬送可能
な仕組みを維持し連携の強化に努める。また、東京都CCU
ネットワークや研究会の取組によりCCU医療機関相互の診
断・治療能力のレベルアップを図る。

○　東京都ＣＣＵ連絡協議会の開催（年４回）
　【内容】
　・休日・平日当番表の作成
　・AED講習会の実施
　・東京ＣＣＵ研究会開催（平成26年12月6日）
　　講演会、救急隊搬送事例報告、シンポジウム等 A　・　B　・　C　・　D

○急性大動脈スーパーネットワークについて、定期的に運用
状況を評価するなど、各施設が提供する医療の質の維持・向
上を目指す。

○急性大動脈スーパーネットワーク会議（年2回）
　【内容】
　・運用実績報告
　・講演：「急性大動脈症候群について」

26年度

（目標２）
患者が在宅で安心
して生活できるよう
支援する

○急性心筋梗塞を予防するには、生活習慣の改善により、高
血圧、脂質異常症、糖尿病等の危険因子を減らすことが効
果的であること、また、定期的な健診受診による異常の早期
発見、早期治療や適切な治療の継続などの必要性につい
て、区市町村、医療保険者等と連携し、普及啓発する。

○健康づくりに携わる人材育成に向け、健康づくり事
業推進指導者育成研修を実施した。

A　・　B　・　C　・　D○ネットワークに参画する医療機関を中心として、再発予防
のための定期検査の実施、継続的な服薬、運動等の生活指
導など、患者の在宅生活を支援する。

○ホームAEDプロジェクトの実施
○ＡＥＤ使用法を含む救命講習受講人員
　（平成25年度255,154名(東京消防庁調べ)）
○心臓病者家族のための心肺蘇生法・ＡＥＤ講習会
の開催　（年26回　受講者211名）

○ホームAEDプロジェクトの実施
○ＡＥＤ使用法を含む救命講習会の開催（継
続）
○心臓病者家族のための心肺蘇生法・ＡＥＤ講
習会の開催（継続）○都民や患者、家族に対するAED使用方法や、心肺蘇生法

の講習会の実施に取り組む。

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 27年度 28年度 29年度

年齢調整死亡率
男16.1
女 6.1

下げる
男性13.3
女性4.9
（24年）

男性12.3
女性4.7
（25年）

東京都ＣＣＵ連絡協議会
参加医療機関数

衛生統計・人口動態統計（東京都福祉保
健局）

東京都CCUネットワーク参
画医療機関数

68施設 維持する 71施設 71施設
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○医療保険者や企業への普及啓発
・教育動画の作成・DVDの配付・インター
ネット等による放映
・企業の健康管理担当者向け講演会の実施
・パンフレットの改訂及び配布

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」の登
録医療機関数が増えるよう、広域的な普及
啓発を実施するとともに、東京都糖尿病医
療連携協議会において制度の運用について
検討する。

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」制度
について、都ホームページ等により都民へ
の普及啓発の実施

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」の登
録医療機関数が増えるよう、広域的な普及
啓発を実施するとともに、東京都糖尿病医
療連携協議会において制度の運用について
検討していく。

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」制度
について、都ホームページ等により都民へ
の普及啓発の実施

○糖尿病医療連携ツールの更なる活用促進

○医療連携ツールについて、必要に応じ見
直しを検討

○圏域別検討会が取り組んでいる事業の充
実・強化

施策目標

（目標２）
地域連携に係る実
効性のある取組を
行う

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」の数が増えるよう、広
域的な普及啓発に努めるとともに、各圏域でも普及啓発を積
極的に行うよう働きかける。また、登録医療機関からの紹介・
逆紹介の数などの実績報告をもとに、制度の検証をし、登録
医療機関の質の確保に努める。
　これらの取組により、糖尿病医療連携に積極的な医療機関
を確保し、都民が身近な地域で最適な医療を受けられる体
制を構築する。

４　糖尿病医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

（目標１）
予防から治療まで
の医療連携の強化
を図る

○特定健診等の結果通知による情報提供や、未受診者・治
療中断者への受療促進に関する取組を更に進める。

○医療保険者や企業への普及啓発
・医療保険者や企業の取組事例を紹介し、糖尿病
の予防及び重症化の防止に向けた治療継続の必要
性を周知するパンフレットの作成・配布

A　・　B　・　C　・　D

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

具体的取組（要旨）

○予防から初期・安定期治療、専門治療、急性増悪時治療、
慢性合併症治療等の各医療機能を切れ目なく提供できる体
制を確立するため、「かかりつけ医」「専門医」「かかりつけ眼
科医・歯科医等」の相互連携による「糖尿病地域連携の登録
医療機関」の取組を進めていく。また、糖尿病医療に携わる
多様な職種との糖尿病医療連携を図るとともに、予防、保健
指導を行う医療保険者等との連携を強化する。

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」の登録開始
　・登録医療機関数
　　2,811機関（平成27年４月１日時点）

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」制度の運用
　・登録医療機関数
　　2,811機関（平成27年４月１日時点）

A　・　B　・　C　・　D

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」に登録した医療機関
相互で、診療情報や方針の共有化など実効性のある地域連
携が図れるよう、都が作成した医療連携ツールの積極的な活
用を促す。また、医療連携ツールの有効性について把握・検
証し、必要に応じて見直しを行う。

○糖尿病医療連携に資する連携ツールを都ホーム
ページに掲載し、普及啓発の実施
　・医療機関リスト（「ひまわり」を活用）
　・（標準的な）診療ガイドライン
　・医療連携の紹介・逆紹介のポイント
　・診療情報提供書の標準様式

○糖尿病に関わる多様な職種を対象とした研修・勉強会等を
地域において開催することで、都における糖尿病医療連携
体制や、職種相互の役割への理解を促進することにより、医
療連携体制を強化する。

○12圏域（島しょを除く）すべてに「圏域別検討
会」を設置し、地域の実情に合った糖尿病医療連
携体制の構築に関する取組について検討・実施

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

４　糖尿病医療の取
組
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施策目標

４　糖尿病医療の取組
東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

具体的取組（要旨）

○都民向けリーフレットの継続配布

○中小企業に勤務するターゲット層（働き
盛り世代の従業員等）向けの糖尿病予防教
育動画を作成し、企業等へのDVD配布やイン
ターネット等による放映を実施

○医療保険者及び企業担当者向けパンフ
レットの改訂・配布

○都のホームページ等を活用した普及啓発
や、圏域別検討会による講演会等の開催を
継続実施

○圏域別検討会が取り組んでいる事業の充
実・強化

【評価指標】

（目標３）
糖尿に対する普及
啓発を促進する

○糖尿病を予防するための生活習慣について、区市町村、
保健医療関係団体、事業者・医療保険等と連携して普及で
きるよう、効果的な広報媒体の提供や情報提供を行ってい
く。また、治療継続の必要性等について、広く啓発する。≪
再掲≫

○糖尿病の予防、重症化の防止に向けた治療継続
の必要性を周知するため、区市町村・医療関係団
体等と連携し、リーフレットを改訂して都民に配
布するとともに、医療保険者及び企業に対して糖
尿病の予防及び重症化の防止に向けた治療継続の
必要性を周知するパンフレットを配付

A　・　B　・　C　・　D
○都のホームページを活用するなど、糖尿病に関する正しい
知識の普及と理解促進に努める。

○糖尿病の正しい知識に関する理解促進に向け
て、新聞の折込広告、通勤電車車内広告、駅構内
や理容店等でのポスターによる普及啓発を実施

○都ホームページに糖尿病に関する取組を掲載す
るほか、圏域別検討会による都民への講演会等の
開催

○各圏域で実施されている都民向け講演会等を引き続き実
施し、糖尿病に対する普及啓発の促進を図るとともに、好取
組事例の紹介などを行う圏域事務局連絡会等を開催し、圏
域間での協力体制を構築する。

○12圏域（島しょを除く）すべてに「圏域別検討
会」を設置し、地域の実情に合った糖尿病医療連
携体制の構築に関する取組について検討・実施

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

年齢調整死亡率
男7.1
女3.1

下げる
男6.9
女2.8

（24年）

男6.2
女2.6

（25年）

衛生統計・人口動態統計（東京都福祉保
健局）

糖尿病による失明発症率 1.78 下げる
1.96

（24年度）
1.77

（25年度）

医療政策課調べ

福祉行政報告例（身体障害者手帳交付台
帳登載数）（東京都福祉保健局）

糖尿病による新規透析導入
率

11.26 下げる
12.03

（24年）
11.68

（25年）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

４　糖尿病医療の取
組

わが国の慢性透析療法の現況（一般社団
法人日本透析医学会）

糖尿病地域連携の登録医
療機関の医療機関数

－
※

増やす 1,267機関 2,811機関

11



　

○精神疾患早期発見・早期対応推進事業
　・平成27年度までに、全地区医師会で実施
　　（46地区）

○精神科医療地域連携事業
　・各二次医療圏（島しょ除く）での実施を目指
す。（27年度は、新たに3圏域を加え、9圏域で実
施）

（継続して実施）
○精神保健に関する都民等の理解を深めるた
め、家族会等の民間団体に委託して精神保健
に関する知識の普及・啓発を図る。

○法改正後の影響を踏まえ、精神科二次救急
医療体制について検討

○平成27年度より地域精神科身体合併症救急
連携事業として本格実施
○事業実施圏域を拡大。区部においても実施
　
○精神科医療機関・一般救急医療機関意見交
換会を継続的に開催

○圏域単位で事業を実施した地域からブロック
単位で事業実施
　・27年度は５圏域で実施（１ブロック（３圏域）＋
２圏域）

○地域での対応が困難な場合に全都で対応す
るⅠ型医療機関等の体制再整理について検討
（平成２７年度以降検討予定）

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

A　・　B　・　C　・　D

【２　一般救急との連携強化】
○できる限り地域で患者を受け入れられるよう、地域救急会
議などを通じて、一般救急医療機関と精神科医療機関との
相互の連携を強化するとともに、地域で拠点となる精神科医
療機関を核として、精神科医療機関による一般救急医療機
関からの相談・受入体制の整備を図る。

○地域精神科身体合併症救急連携モデル事業
≪実施規模≫
　都内2圏域（25年度：2圏域）
≪事業内容≫
　・地域精神科医療機関連携会議の開催
　・身体治療後精神疾患の相談、受入
　（一般救急と連携したケースの事例報告）

○精神科医療機関・一般救急医療機関意見交換会
の開催

○体制整備に当たっては、二次保健医療圏を基本としつ
つ、精神科の医療資源の状況等を考慮し、必要に応じて複
数の医療圏域を組み合わせるなどのブロック化も検討する。

○既存の二次保健医療圏を組み合わせたブロック決
定（精神科患者身体合併症医療部会において決定）
○圏域単位でモデル事業実施（平成２５、２６年度）

○地域における受入体制整備の進捗状況を踏まえて、精神
症状及び身体症状ともに重いケースに対応している現行の
Ⅰ型医療機関等の体制を再整理し、地域で受入できない患
者などを全都で対応する仕組みを検討する。

○モデル事業の進捗状況を踏まえたうえで、Ⅰ型医
療機関等の体制再整理について検討（精神科患者身
体合併症医療部会において、モデル事業の進め方と
併せて再整理の方向性について検討）

○地域における精神科の病院と診療所との連携、また精神
科と一般診療科の医療機関との連携を強化するとともに、連
携マップなどを通じて、これらの医療機関と薬局、保健所・都
立（総合）精神保健福祉センター・地域活動支援センターな
どの相談支援機関等が適切に連携できる仕組みを構築して
いく。

○精神科医療地域連携事業
　　平成26年度６圏域で実施（25年度は4圏域）
                          区東北部、南多摩、区西北部、
　　　　　　　　　　　　北多摩南部、区西南部、西多摩

○地域での取組に加え、全都的な観点から、各地域の連携
の取組状況を把握・支援するとともに、精神疾患や精神保健
医療に対する偏見や誤解を生じないよう、普及啓発に引き続
き取り組む。

○精神保健に関する都民等の理解を深めるため、家
族会等の民間団体に委託して精神保健に関する知識
の普及・啓発を図る。（刊行物　年3回、講演会　年3
回、個別相談等）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（１）精神疾患医療
体制の充実

（目標１）
日常診療体制の構
築を推進する

○精神疾患を早期に発見し適切な治療に結びつけるため、
地域の一般診療科医師を対象とした精神疾患や精神保健医
療の法制度等に関する研修や、一般診療科医師と精神科医
師による合同症例検討会を実施する。

○精神疾患早期発見・早期対応推進事業
　　平成26年度　4地区医師会で実施
　　（延34地区医師会で実施）

A　・　B　・　C　・　D

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

（目標２）
精神科救急医療提
供体制の安定的な
確保を図る

【１　法改正を踏まえた精神科救急医療体制の再構築】
○精神科初期、精神科二次救急、緊急医療（23条通報に対
応）について、保護者制度の改正など今後の国の動向を踏
まえ、現行の体制を検証し、改めて整備していく。

○精神科救急医療体制の再構築を図るため、既存の
会議体を再編・統合し、実務者間協議の場として新た
に「精神科救急医療体制整備検討委員会」を設置
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

（継続して実施）
○精神保健福祉士配置促進事業

（継続して実施）
○精神障害者早期退院支援事業

（継続して実施）
○アウトリーチ支援事業の実施

○精神科病院の入院患者の地域生活への移行の促進をめ
ざし、医療と福祉の関係者が連携し、早期退院に必要な体
制の充実を図るなど、医療保護入院者が円滑に地域生活へ
移行できるよう支援する。

○精神障害者早期退院支援事業【確保計画】
　（平成26年度　事業開始）
　・地域援助事業者が、医療機関における医療保護
　　入院者の退院支援のための会議へ出席した際
　　の事前調整経費の補助。
　　　　９件（5病院）
　・退院支援のための会議に地域援助事業者を出
　　席させた医療機関への事務費補助。
　　　　９件（5病院）

【２　地域生活支援の強化】
○都立（総合）精神保健福祉センターにおいて、区市町村・
保健所等と連携して実施しているアウトリーチ支援について、
支援関係機関とのネットワーク構築のノウハウも含め、より身
近な地域へ支援技術の普及を図る。

○アウトリーチ支援事業
　・都立（総合）精神保健福祉センターにおいて実施
　　平成26年度実績：3所で217人
　　　　　　　　　　　　　　（25年度：213人）

（目標３）
地域生活支援の取
組を推進する

【１　地域移行・地域定着の推進】
○障害者総合支援法の個別給付による地域移行・地域定着
支援を円滑に進めるため、指定特定相談支援事業者や指定
一般相談支援事業者の充実や育成のための支援を行う。
　病院と地域との調整を行うコーディネーターの配置、地域
移行支援会議の開催などにより、入院中の精神疾患患者の
円滑な地域移行やその後の安定した地域生活を支えるため
の体制整備を図る。

○精神障害者地域移行体制整備支援事業
　・地域移行促進事業
　　個別相談数：348人
　　協力病院：63病院
　・グループホーム活用型ショートステイ事業
　　利用者数：87人
　　利用日数：1,068日
　・地域生活移行支援会議（圏域別会議含む）
　　16回実施
　・人材育成事業
　　基礎研修、専門研修（病院実習、地域実習）、訪問
看護師の育成

A　・　B　・　C　・　D

（継続して実施）
○精神障害者地域移行体制整備支援事業

○入院中の精神疾患患者が地域生活に対する不安を軽減
し、安心して退院を目指すことができるよう、コーディネーター
を中心に病院に働きかけ、ピアサポーターによる活動などを
活用し、地域移行・地域定着を推進する。

○精神科病院において、病院内外における調整や支援計
画、医療と福祉の連携体制を整備する精神保健福祉士の配
置を促進し、精神障害の地域移行に必要な体制を整備する
ことで、医療保護入院者が早期に円滑に地域生活へ移行で
きるよう支援する。

○精神保健福祉士配置促進事業【確保計画】
　（平成26年度　事業開始）
　・研修会１回　　46病院（47人）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（１）精神疾患医療
体制の充実
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

（継続して実施）
○精神疾患早期発見・早期対応推進事業
○精神科医療地域連携事業

（総合）精神保健福祉センターにおいて、引き続
き実施

各（総合）精神保健福祉センターにおいて、引き
続き実施

都保健所において、引き続き実施

≪依存症・薬物関
連問題≫

○都立（総合）精神保健福祉センターにおいて、専門相談及
びアルコール・薬物問題の本人向けグループワークや家庭
教育プログラムを実施し、当事者に対する直接的な支援を行
うとともに、依存症についての普及啓発や関係機関職員の人
材育成及びネットワークづくりに取り組んでいく。

○専門相談
　・アルコール　2,157人
　・薬物　2,666人
○グループワーク
　・本人向け　143回／873人
　・家族向け　127回／2,208人
○講習会、講演会9回
○研修　5回
○リーフレットの配布

A　・　B　・　C　・　D○都保健所において、予防のための普及啓発活動や、当事
者・家族への支援等を行っている。依存症からの回復には、
周囲の適切な対応が重要であるため、専門医療機関や福祉
サービスなどの様々な支援機関、回復途上の当事者、支援
者の連携を促し、都民の理解を図る取組を進める。

○相談
　・アルコール　573件（延1,824人）
　・薬物依存　138件（延350人）
○講演会等（教室、教育プログラム含）
　・アルコール　19回　308人
　・薬物依存　9回　110人
○関連会議（ケースカンファレンス等含）
　・アルコール　104回　845人
　・薬物依存　41回　422人

（個別課題への取
組）
≪うつ病対策≫

○早期に適切な診断が行われ、精神科医療につなげるため
に、精神科と一般診療科の診療科間連携やこれらの医療機
関と相談機関等との連携など、地域の日常診療体制と連携し
た取組を進める。

○精神疾患早期発見・早期対応推進事業
　　平成26年度　４地区医師会で実施
　　（延34地区医師会で実施）
○精神科医療地域連携事業
　　平成26年度　6圏域で実施（25年度は4圏域）
                          区東北部、南多摩、区西北部、
　　　　　　　　　　　　北多摩南部、区西南部、西多摩

A　・　B　・　C　・　D○都立（総合）精神保健福祉センターにおいて、認知行動療
法に関する専門職向け研修を実施するとともに、「うつ病リ
ターンワークコース」等のデイケアプログラムや企業の人事担
当者等を対象とした講演会を行うなど、うつ病患者の復職等
の就労支援を進める。

○認知行動療法に関する研修　４回
○復職支援・就労支援
　・うつ病リターンワークコース　77人
　・うつ病ワークトレーニングコース　11人
　・復職支援フォーラム　1回
　・事業場向け講演・事例検討会　1回
○自殺関連講演会　27回
（３センターのデイケア新規利用者（うつ病以外も含
む）　198人）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（１）精神疾患医療
体制の充実
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

（継続して実施）
○児童・思春期精神科
○子供の心の診療連携事業
○子供の心の診療関係者研修事業
○普及啓発・情報提供事業

（継続して実施）
○東京都発達障害者支援センターの運営
　・相談支援・発達支援
　・就労支援
　・普及啓発・講演会等

○区市町村発達障害者支援体制整備推進事業
　・早期発見・早期支援のための支援システムの
構築
　・成人への支援の取組

○発達障害者支援体制整備推進事業
　・発達障害者支援体制整備推進委員会の設置
　・専門的人材の育成

○発達障害児（者）のライフステージに応じた支援体制を充
実するため、これまで区市町村が取り組んできた成果を広く
普及していくとともに、区市町村の相談支援員や医療機関従
事者などを対象とした研修等を実施し、専門的人材の育成を
行っていく。

≪小児精神科医療
≫

○都における小児医療の拠点である都立小児総合医療セン
ターの児童・思春期精神科において、「こころ」と「からだ」の
両側面から総合的な高度専門医療を提供していく。
　また、同センターを拠点病院として子供の心診療支援拠点
病院事業を実施し、医療、保健、福祉、教育など子供の心に
関わる地域の関係機関に対する支援の取組を進める。

○児童・思春期精神科において、子供の発達障害や
精神障害、暴力やひきこもりなどの問題行動を対象と
して診療を実施
○子供の心の診療連携事業
　・小児精神科治療連絡会　３回実施
　・関係機関との定期連絡会　　１回実施
○子供の心の診療関係者研修事業
　・関係機関向けセミナー　２回実施
　・医療従事者向け講座　８回実施
　・教員等向け講座　　延１９１名参加
　・保育機関向け講座　　延１,１９８名参加
　・包括的暴力防止プログラム講座　　延１６８名参加
　・看護実習　　３０名参加
　・養護施設等職員向け講座　５５名参加
○普及啓発・情報提供事業
　・都民向けシンポジウム　４９８名参加

A　・　B　・　C　・　D

≪発達障害児（者）
支援≫

○都の支援拠点である東京都発達障害者支援センターにお
いて、発達障害児（者）やその家族からの専門的な相談に応
じ、適切な指導または助言を行うとともに、都民や関係機関
等に対する普及啓発や発達障害者に対する就労支援等を
行う。

○東京都発達障害者支援センターの運営
　・相談支援・発達支援件数　2,403件
　・就労支援件数　332件
　・普及啓発　講演会等2回開催
○区市町村発達障害者支援体制整備推進事業
　・早期発見・早期支援のための支援システムの構築
　　　35区市で実施（25年度：36区市）
　・成人への支援の先駆的取組
　　　9区市で実施（25年度：7区市）
○発達障害者支援体制整備推進事業
　・発達障害者支援体制整備推進委員会の設置
　　委員会　3回開催
　　シンポジウム　1回開催
　・専門的人材の育成
　　相談支援研修　14回開催
　　医療従事者向け講習会　6回開催

A　・　B　・　C　・　D

○発達障害に対する支援拠点の整備や保健センター、保育
所・幼稚園などの関係機関の連携促進など、区市町村が行う
発達障害児の早期発見や支援体制の構築を支援する。ま
た、支援を要する成人の発達障害者に対し、社会参加や就
労などに関する取組を行う区市町村を支援する。

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（１）精神疾患医療
体制の充実
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

（継続して実施）
○区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
○高次脳機能障害者緊急相談支援事業

【評価指標】

精神保健福祉資料1年以上入院者の退院率 27.5% 上げる
27.1%

（24年度）

25.2%
（25年度）
（暫定値）

障害者施策推進部事業実績

1年未満入院者の平均退院
率

76% 維持・向上
75.0%

（24年度）

75.0%
（25年度）
（暫定値）

精神保健福祉資料

障害者施策推進部事業実績

精神身体合併症救急医療
体制の整備（一般救急との
連携強化）

夜間・休日
の受入医療

機関：
都立5病院

充実・強化
（地域にお
ける相互連
携・受入体
制の整備）

2圏域
（モデル実

施）

2圏域
（モデル実

施）

障害者施策推進部事業実績

精神科医療地域連携体制
構築の取組

2圏域
（モデル
実施）

増やす
新たに2圏
域で実施
(計4圏域)

新たに2圏
域で実施
(計6圏域)

26年度 27年度 28年度 29年度

早期発見・早期対応推進の
ための研修や症例検討会
の実施

18地区医
師会

増やす

新たに12
地区で実

施
(延30地区)

新たに4地
区で実施
(延34地区)

○東京都心身障害者福祉センターにおいて、地域生活や就
労等の専門的な相談支援を行うとともに、区市町村や関係機
関等とのネットワークの構築、人材育成を図る研修や都民へ
の啓発を実施するなど、高次脳機能障害者へ適切な支援が
提供される体制の整備を進める。

○高次脳機能障害者支援普及事業
　・相談支援
　・相談支援体制連携調整委員会
　・支援従事者向け研修会及び連絡会
　・就労準備支援プログラムの実施
　・社会生活評価プログラムの実施
　・専門的リハビリテーションの充実事業（27年度
は12圏域で実施）

○地域の高次脳機能障害のリハビリテーションの中核を担う
病院が、高次脳機能障害者を支える施設に対し、リハビリ
テーション技術の向上に係る相談指導等を行うとともに、医療
従事者を対象とした人材育成を行い、地域における切れ目
ない専門的リハビリテーションの提供体制を構築する。

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（１）精神疾患医療
体制の充実

≪高次脳機能障害
者支援≫

○区市町村に支援員を配置し、高次脳機能障害者及びその
家族に対する相談支援を実施するとともに、関係機関との連
携を進め、身近な地域における支援の充実を図る。

○区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
　　32区市町で実施（25年度：31区市町）
○高次脳機能障害者緊急相談支援事業
　　4区市で実施（25年度：4区市）
○高次脳機能障害者支援普及事業
　・新規相談件数　370件
　・相談支援体制連携調整委員会　2回
　・支援従事者向け研修会及び連絡会の開催
　・就労準備支援プログラムの実施
　・社会生活評価プログラムの実施
　・専門的リハビリテーションの充実事業　9圏域で
　　実施（25年度：6圏域）

A　・　B　・　C　・　D
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【２　地域連携の推進】
○各認知症疾患医療センターにおいて地域連携の推進
に向けた取組を引き続き実施

○「区市町村認知症支援担当者連絡会」において、認知
症ケアパスにかかる情報交換を実施

○認知症支援コーディネーター事業における認知症支
援コーディネーターの配置規模拡大

○「区市町村認知症支援担当者連絡会」における意見
交換、先進的取組の情報提供の継続実施

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

【３　専門医療の提供】
○認知症の診断、薬物治療、身体合併症と行動・心理症状
への対応等の専門医療の提供について、認知症疾患医療セ
ンターと地域の医療機関で役割分担を図る等して、今後増加
する認知症の人に対応できる体制を整える。

【３　専門医療の提供】
○都内12か所の認知症疾患医療センターにおいて、
専門医療相談、鑑別診断、身体合併症と行動・心理
症状への対応、地域連携の推進、人材育成等の取組
を実施

A　・　B　・　C　・　D

A　・　B　・　C　・　D

【３　専門医療の提供】
○都内12か所の認知症疾患医療センターにおいて、専
門医療相談、鑑別診断、身体合併症と行動・心理症状へ
の対応、地域連携の推進、人材育成等の取組を引き続
き推進

【１認知症疾患医療センターの整備】
○認知症疾患医療センターが実施している専門医療相談、
鑑別診断、身体合併症と行動・心理症状への対応、地域連
携の推進、人材育成等の取組を進める。

A　・　B　・　C　・　D

○認知症の診断を担う医療機関の確保。地域の医療機関の
役割分担、各関係機関の連携の在り方について検討した上
で、認知症疾患医療センターの整備を進める。

【１　認知症疾患医療センターの整備】
○平成24年度に二次保健医療圏に1か所ずつ（島しょ
を除く）、合計12か所の認知症疾患医療センターを指
定

○各認知症疾患医療センターにおいて、専門医療相
談、鑑別診断、身体合併症と行動・心理症状への対
応、地域連携の推進、人材育成等の取組を実施

○都は、各センターの円滑な運営に資するよう、関係
者が一堂に会し、取組状況の報告や意見交換を実施
する情報交換会を定期的に開催

○身体合併症を患ったとき又は行動・心理症状が悪化したと
きに対応できる医療機関等を確保するとともに、地域連携の
推進や医療・介護従事者の認知症対応力の向上を図ること
により、身体合併症や行動・心理症状を有する認知症の人を
地域で受け入れる体制づくりを進めていく。

【１　認知症疾患医療センターの整備】
○これまで指定していた12か所の認知症疾患医療セン
ターを「地域拠点型認知症疾患医療センター」に移行
し、全区市町村（島しょ地域を除く）に認知症疾患医療セ
ンターを整備するため、新たに「地域連携型認知症疾患
医療センター」を公募して、選考、指定を行う。【新規】

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○区市町村において、認知症施策の推進を図り、地域の実
情に応じた医療と介護の連携体制を構築する。

○認知症早期発見・早期診断推進事業における認知
症コーディネーターの配置（27区市）

○「区市町村認知症支援担当者連絡会」における意
見交換、先進的取組の情報提供の実施

【２　地域連携の推進】
○地域連携の推進のために、認知症疾患医療センターが開
催する認知症医療・介護連携協議会等を活用して、医療提
供施設同士、更には医療と介護の連携を進める。

【２　地域連携の推進】
○各認知症疾患医療センターにおいて地域の医療機
関、地域包括支援センター、区市町村、保健所等の
関係者が集まる協議会等を開催し、地域連携の推進
に向けた検討を実施

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

○「認知症ケアパス」や「退院支援・地域連携クリティカルパ
ス」導入の検討を進める。

○区市町村における「認知症ケアパス」の取組状況に
ついてアンケートを実施して把握するとともに、「区市
町村認知症支援担当者連絡会」等において情報交換
を実施

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（２）認知症対策の
強化

（目標１）
地域連携の推進と
専門医療の提供を
図る
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

○引き続き区市町村と連携して、都民への普及啓発を充
実。

○東京都健康長寿医療センターに「認知症支援推進セ
ンター」を設置して、認知症ケアに従事する医療・介護専
門職及び区市町村で認知症施策に携わる人材等を育成
するための取組を実施。【新規】

○引き続き区市町村と連携して、都民への普及啓発を充
実。

○引き続き、認知症疾患医療センターにおいて看護師
認知症対応力向上研修及び認知症多職種協働研修の
内容の充実を図るとともに、かかりつけ医認知症研修を
実施する。

○引き続き、認知症疾患医療センターが地域の各研修
へ講師派遣等を行い、地域の認知症対応力向上を図っ
ていく。

○引き続き、介護事業所職員向け研修を実施。○認知症介護に関する専門的研修を実施し、技術の向上を
図る。

○介護事業所職員を対象に、認知症ケアの実践的な
知識・技術を学ぶ研修を実施。

○東京都健康長寿医療センターを都内における認知症医療
従事者の研修の拠点と位置付け、各認知症疾患医療セン
ターが実施する地域向けの研修を支援することにより、都内
全体のレベルアップを図る。

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（２）認知症対策の
強化

（目標２）
認知症の早期発
見・診断・対応を可
能とする取組を推
進する

○認知症疾患医療センター等に医師・看護師・精神保健福
祉士等で構成する認知症アウトリーチチームを配置し、認知
症コーディネーターからの依頼に基づき、認知症の疑いのあ
る受診困難者を訪問して診断を行うなど、早期診断・早期対
応の取組を推進する。

A　・　B　・　C　・　D

○都民に認知症について正しい知識を得てもらい、認知症
が疑われる場合に速やかに相談・受診してもらうことを目的と
して、本人や家族が簡便にチェックして認知症の疑いを判別
できるチェックシートを作成し、パンフレットに盛り込み広く配
付するなど、認知症に関する普及啓発を充実する。

○東京都町田市において実施した医師、看護師等の
調査員による専門的な調査を踏まえて、「自分ででき
る認知症の気づきチェックリスト」を作成した。

○チェックリストを盛り込んだ認知症の普及啓発用パ
ンフレット「知って安心認知症」を作成し、区市町村と
連携して、都民への普及啓発を充実。また、新聞等の
広告媒体を活用したチェックリストの広報を実施。

○平成25年3月に発行した「看護師認知症対応力向
上研修テキスト」を教材として、各認知症疾患医療セン
ターへ委託し、病院勤務看護師を対象とした看護師認
知症対応力向上研修を実施。また、都と東京都看護
協会、東京都健康長寿医療センターの共催により、看
護管理者向け研修を実施。

○平成26年11月に発行した「東京都認知症多職種協
働研修テキスト」を教材として、各認知症疾患医療セン
ターへ委託し、認知症の人の支援に携わる専門職や
行政関係者を対象とした認知症多職種協働研修を実
施。

○多職種が一堂に会する研修を実施し、認知症サポート医、
かかりつけ医、一般病院の医療従事者、薬剤師、介護事業
者の認知症に携わる医療・介護従事者の認知症対応力を向
上するとともに、顔の見える関係づくりを進める。

○「医療従事者等の認知症対応力向上に向けた関係
者会議」のもとに「多職種協働研修ワーキンググルー
プ」「看護師認知症対応力向上研修ワーキンググルー
プ」を設置して、多職種協働研修及び看護師認知症
対応力向上研修のカリキュラムやテキストの検討、研
修の評価検証を実施。

○急性期治療に関わる看護師向けに、入院から退院後の在
宅生活まで視野に入れた認知症ケアについての研修を実施
し、認知症の人が病院で治療を受けることと、退院後に元の
生活に戻ることができるよう促進する。

○区市町村や地区医師会が実施する認知症対応力向上研
修について、認知症疾患医療センターが講師を派遣する等
して、支援していく。

○各認知症疾患医療センターから講師を派遣し、区
市町村や地区医師会が実施する認知症対応力向上
のための研修の支援を実施。

（目標３）
専門医療や介護、
地域連携を支える
人材を育成する

○認知症支援コーディネーター事業における認知症支
援コーディネーターの配置規模拡大

○認知症アウトリーチチームを引き続き12の地域拠点型
認知症疾患医療センターに配置

○看護師や保健師等の医療職を認知症コーディネーターと
して、区市町村の地域包括支援センター等に配置し、かかり
つけ医や介護事業者等と連携して、認知症の疑いのある高
齢者を訪問するなど認知症の早期発見施策を推進する。

○平成25年8月から、認知症早期発見・早期診断推進
事業を実施。平成２６年度は、認知症コーディネー
ターを２７区市に配置し、認知症アウトリーチチームを１
２の認知症疾患医療センターに配置。

○平成25年度より東京都健康長寿医療センターに委
託して、「医療従事者等の認知症対応力向上に向け
た関係者会議」を開催。

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（２）認知症対策の
強化

○特養等は、東京都長期ビジョンや高齢者保健福祉計
画に掲げた整備目標分（特別養護老人ホーム６万人分、
介護老人保健施設３万人分、認知症高齢者グループ２
万人分、サービス付き高齢者向け住宅等２万８千戸）を
確保できるよう、区市町村の取組を支援するとともに、地
域偏在の解消やサービスの質の確保を図る。

○認知症支援コーディネーター事業における認知症支
援コーディネーターの配置規模拡大

○認知症アウトリーチチームを引き続き１２の地域拠点型
認知症疾患医療センターに配置
○地域密着型サービスの整備
都独自の支援策により引き続き整備を促進するなど地域
密着型サービスの種類に応じた様々な支援を実施すると
ともに、小規模多機能型居宅介護については、事業所や
利用者の実態に応じたバリアフリー化を図りつつ、既存
建築物も活用する等、地域の様々なサービス基盤整備を
支援

○高齢社会対策区市町村包括補助事業及び地域支援
事業により、区市町村における介護者支援の取組を支援

〇地域包括支援センター職員研修（現任者研修）のカリ
キュラムに、平成25年度の部会のまとめを踏まえ、地域ケ
ア会議の効果的な運営に関する内容を盛り込み、セン
ターを支援する。

○引き続き、区市町村における認知症の人を支えるネッ
トワークづくりや介護者支援の取組を支援

○引き続き、区市町村職員、介護サービス事業者（管理
者）や看護職員を対象とした権利擁護に係る研修を実施

○引き続き、都「成年後見活用あんしん生活創造事業」
により、区市町村による成年後見制度活用のための取組
みを支援。

○高齢者の虐待防止等の権利擁護の取組を推進するととも
に、区市町村における市民後見人の育成とその活動の支援
等を図る。

○区市町村職員、介護サービス事業者（管理者）や看
護職員を対象とした権利擁護に係る研修を実施

○平成25年度に「後見人等候補者の養成に係る検討
会報告書」をとりまとめ、住民に身近な区市町村が主
体的に市民後見人の養成をはじめ、首長申立て、後
見監督等に係る業務と併せて、一体的な実施体制を
整備することとした。

○区市町村や地域包括支援センターが開催する地域ケア会
議の取組を支援していく。

〇平成25年度に地域ケア会議推進部会を設置し、都
における地域ケア会議の望ましい姿をまとめるととも
に、区市町村及び地域包括支援センター職員を対象
に「地域ケア会議研修」を実施した。

○認知症の人と家族を地域で支え、見守るために、区市町
村、地域包括支援センター、医療機関、介護事業者、認知症
サポーター・ボランティア等の地域の多様な人材や社会資源
によるネットワークづくりを進める。特に独居や夫婦のみ世帯
等の認知症高齢者に対する支援のあり方について検討を進
める。

○高齢社会対策区市町村包括補助事業や地域支援
事業において、認知症サポーター等によるネットワーク
づくりを支援するとともに、「認知症の人と家族を支える
医療機関連携型介護者支援事業」を実施して、認知
症の人の介護者を支援。

○認知症の人と家族が住み慣れた地域で安心して生活でき
るように、在宅療養支援のための取組を推進する。また、小規
模多機能型居宅介護事業所等の地域密着型サービスの整
備を進める。

○平成25年8月からの新規事業として、認知症早期発
見・早期診断推進事業を実施。平成26年度の実績
は、認知症コーディネーターの配置（27区市）、認知症
アウトリーチチームの配置（12医療機関）。
○地域密着型サービスの整備
・小規模多機能型居宅介護事業所
　164か所（平成26年度末開設数）

○医療機関の専門職と連携した介護者支援の会の取組を広
める。

○高齢社会対策区市町村包括補助事業において「認
知症の人と家族を支える医療機関連携型介護者支援
事業」を実施。

（目標４）
地域での生活・家
族の支援を強化す
る

【１　区市町村と協働した地域包括ケアシステム実現に向け
た取組の推進】
○認知症の人が安心して暮らせる住まいの確保に向けて、認
知症高齢者グループホーム、特別養護老人ホーム、都市型
軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の整備を
進めるとともに、サービスの質の確保を図る。

○認知症の人が安心して暮らせる住まいの確保
・認知症高齢者グループホーム
　9,497　人（平成26年度末開設数）
・特別養護老人ホーム
　42,898　人（平成26年度末完成数）
・都市型軽費老人ホーム
　676　人（平成26年度末開設数）
・サービス付き高齢者向け住宅
　9,681戸人（平成26年度末登録数）

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
５　精神疾患医療の取組

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

○引き続き、東京都若年性認知症総合支援センターに
おける相談を実施するともに、区市町村による若年性認
知症の人の居場所づくりや家族への支援等を支援

○東京都健康長寿医療センターにおいては、高齢者ブ
レインバンク等の試料を活用し、アルツハイマー病をはじ
めとする認知症の予防や治療について研究を進める。

○東京都医学総合研究所においては、開発したモデル
を活用し、認知症の発症機構の更なる解明や治療につ
ながる研究を進めるとともに、認知症の在宅生活を支援
するケアモデルの開発を行う。

○引き続き、区市町村の取組を高齢社会対策区市町村
包括補助事業や地域支援事業において支援

【評価指標】

認知症疾患医療センターに
おける認知症の医療・介護
従事者による多職種協働研
修の実施

－
全セン

ターで実
施

－
12か所 高齢社会対策部資料調べ

高齢社会対策部資料調べ

26年度 27年度 28年度 29年度

認知症疾患医療センターの
指定数

12か所 増やす 12か所 12か所

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度

【３　認知症の予防と治療についての取組の推進】
○東京都健康長寿医療センターと東京都医学総合研究所に
おいて、アルツハイマー病の治療法の研究、生活習慣と認知
症予防との関連等、認知症の発症予防や治療に向けた研究
を進めていく。

○東京都健康長寿医療センターにおいては、認知症
症例の脳を集めたブレインバンクを活用し、認知症の
診断マーカーとなるマイクロRNAを同定し、認知症早
期診断に向けた研究を着実に進めた。

○東京都医学総合研究所においては、認知症の発症
機構の解明を進めるとともに、培養細胞モデルを用い
た治療薬候補のスクリーニングを実施するなど、認知
症の予防や治療につながる研究を着実に進めた。
  また、海外の認知症施策を調査するとともにシンポジ
ウムを開催するなど、我が国における認知症施策を進
めるうえで有益となる情報発信を行った。

○区市町村における認知症の予防につながる取組を支援す
る。

○区市町村の取組を高齢社会対策区市町村包括補
助事業や地域支援事業において支援

（目標４）
地域での生活・家
族の支援を強化す
る

【２　若年性認知症対策の推進】
○東京都若年性認知症総合支援センター（平成24年5月開
設）におけるワンストップの相談窓口や産業医に対する普及
啓発など、若年性認知症の人に対する支援策を進めていく。

○東京都若年性認知症総合支援センターにおける相
談を実施。

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

５　精神疾患医療の
取組
（２）認知症対策の
強化
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
６　救急医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

６　救急医療の取組

（目標１）
救急医療体制を再
構築する

○社会構造の変化に対応するため、救急医療対策協議会等
において「休日・全夜間診療事業」及び「救急医療の東京
ルール」の効果を検証し、二次救急医療体制の見直しを検
討する。

○救急医療対策協議会報告（平成25年5月）に基づ
き、「休日・全夜間診療事業」の見直しを実施（平成27
年1月）

A　・　B　・　C　・　D

○休日・全夜間診療事業における病床確保の考え方
については、救急搬送受入実績の評価を高めるととも
に、患者受入体制や医療連携体制等、医療機能の充
実強化を促進するよう見直しを行った。
○地域救急医療センターの整備状況【再生計画】
　（平成23年度：75病院→平成26年度：85病院）
○東京ルール対象傷病者の一部変更実施
○調整困難患者（精神）受入支援事業の実施【再生
計画】
○調整困難患者（開放性骨折患者）受入医療機関支
援事業の運用開始（平成27年2月）
○搬送人員に占める軽症者の割合(東京消防庁調べ)
　（平成20年：58.3%→平成26年：51.9%）
○救急専門医養成事業の実施【確保計画】
　実績　平成26年度　6人
○救急医療機関勤務医師確保事業【確保計画】
　実績　平成26年度　100医療機関

○区市町村が実施する初期救急との機能分化を図るととも
に、三次救急を担う救命救急ｾﾝﾀｰの機能を確保し、救急患
者の重症度や緊急度に応じた救急医療体制の確立を目指
す。

○区市町村が実施する初期救急医療事業が円滑に
実施されるよう、包括補助制度による支援を実施（34
市町村）

○救急医療体制の再構築に当たっては、診療報酬制度との
整合性を図りながら、救急患者を受け入れる医療機関の取
組や、受入れを一層推進するため、医療機能の充実強化に
向けた取組を支援する仕組みを検討する。

○休日・全夜間診療事業の見直しに当たって、患者
受入体制や医療連携体制等、医療機能の充実強化
を促進するよう見直しを行った。（平成26年度）

○東京においては多様な救急患者が発生しており、医療だ
けで対応できない福祉的な背景を有する方も少なくないた
め、地域救急会議などを活用し、福祉部門との連携構築に
努めていく。

○地域救急会議に区市町村の福祉部門担当者をは
じめ、消防、警察、精神科医療機関等に参画してもら
い地域の実情を踏まえた連携方策を検討

○搬送先選定困難となることが多い疾患につい
て、受入体制を充実・強化

○東京都地域救急医療センターへの参画促進

○区市町村への包括補助制度による支援（継
続）

○地域救急会議等を通じた医療・福祉の連携強
化を推進

○休日・全夜間診療事業における病床確保の考え方や入院
を要しない軽症の救急搬送患者への対応、東京都地域救急
医療センターへの一層の参画や東京都地域救急医療セン
ターを中心とした連携体制の促進により、継続的かつ安定的
な二次救急医療体制の実現を目指す。
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
６　救急医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

【評価指標】

○搬送先選定困難となることが多い疾患につい
て、受入体制を充実・強化（再掲）

○東京都地域救急医療センターへの参画促進
（再掲）

○急性期を脱した入院患者の退院支援を行う看
護師等の配置を支援する在宅療養移行支援事
業の実施【医療政策課所管】
　
○収容連絡時間3分ルールの定着をはじめとし
た救急搬送時間の短縮に向けた取組を推進

（目標２）
救急車の適正利用
を図る

○救急医療情報カード等を活用したかかりつけ医や高齢者
施設との連携及び情報共有の在り方について検討し、円滑
な救急搬送に努める。

○在宅療養推進区市町村支援事業において在宅療
養患者等の搬送体制の構築（病院救急車の活用な
ど）を支援（3区市実施）【再生計画】

26年度

A　・　B　・　C　・　D

○在宅療養推進区市町村支援事業（継続）
　　平成25年度開始、計画年度27年度まで

○救急の日シンポジウム（継続開催）
　 引き続き、救急車の適正利用働きかけ

○＃7119（東京消防庁救急相談センター）につ
いての普及啓発を実施（継続）

○救急相談センター等の相談機関の普及啓発や利用促進
を図るとともに、「救急の日」イベントなどを通じて、救急車の
適正利用について今後とも都民の理解を求める。

○救急の日シンポジウムの開催
　・講演等
　「超高齢社会に直面する東京都の救急医療」
　　　（平成25年度）
　・救急医療の普及啓発パンフレット等を配布
　　　（平成25年度、平成26年度）
○東京消防庁救急相談センター（＃7119）実績
　平成26年：受付件数330,865件

（目標３）
救急搬送時間の短
縮を図る

○増加傾向にある救急搬送需要への対応や、退院・転院先
の確保を含め、二次救急医療体制の充実強化を図ることによ
り、救急搬送時間の短縮に努める。

○「休日・全夜間診療事業」の見直し（再掲）
○東京ルールの安定運用（再掲）
　・地域救急医療センターへの拡充
　（平成23年度：75病院→平成26年度：85病院）
　・東京ルール対象傷病者の一部変更実施
○収容連絡時間3分ルールの実施

A　・　B　・　C　・　D○特に重症・重篤な患者については、東京消防庁や医療機
関との連携を強化し、迅速に医療の管理下に置くことができ
るよう努める。

○三次救急医療施設運営会議開催
　救命救急センター（26病院）、都医師会、東京消防
庁及び福祉保健局が参加して情報連絡体制、協力関
係を確認

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 27年度 28年度 29年度

救急災害医療課調べ

東京消防庁調べ
※数値は暦年

救急搬送時間 53.0分 短くする 53.0分 50.1分

東京ルールに該当する救
急搬送患者が二次保健医
療圏内の医療機関に搬送
される割合

81.3% 増やす 84.3% 83.4%
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○全ての区市町村が災害医療コーディネー
ターを設置するように働きかける。
○二次保健医療圏を単位とした図上訓練を継
続実施する。

○地域災害医療連携会議等を活用して、医療
機関と行政機関の連携方法について検討す
る。

○引き続き、医療機関や区市町村が参加した
図上訓練を実施して、医療救護活動の統括・
調整について継続的に検証していく。

○全ての二次保健医療圏で地域災害医療連
携会議を開催する。

○新たな災害医療体制の方向性に基づき、医
療救護活動ガイドラインを策定し、関係機関に
周知する。

○応援医療チームの運用方法を検討し、首都
直下地震等を想定した訓練により具体的な検
証を行う。
○引き続き、連絡調整の拠点を整備していく。

○医療救護活動拠点のあり方について指針を
定め、区市町村に周知する。

○東京ＤＭＡＴの派遣など、島しょ地域におけ
る医療救護活動について方針を定める。

○国の対応を踏まえて継続的に提案要求して
いく。

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
７　災害医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組
７　災害医療の取組

（目標１）
災害医療コーディ
ネーターを中心に
情報連絡体制を強
化する

○医療救護班等の医療チームの効果的な配分など、被害状
況等に応じ迅速に医療救護活動を統括・調整できるよう、各
災害医療コーディネーターに災害医療に関する情報を集約
一元化する新たな情報連絡体制の構築に努める。

○各区市町村に対して災害医療コーディネーターの
設置を働きかけ、包括補助による財政支援を行った。
また、６医療圏で図上訓練を実施し、各災害医療コー
ディネーターを中心とした情報連絡体制を検証した。

○各災害医療コーディネーターが情報を迅速・的確に把握
できるよう、防災行政無線、衛星電話、EMISなど医療機関の
役割に応じて複数の通信手段を整備する。

○EMISの運用範囲を区市町村に拡大した。
○都が指定する災害医療コーディネーター及び代理
者に衛星電話を配備した。また、災害拠点連携病院
に対して補助事業を実施し、衛星通信装置の整備を
促進した。

（目標２）
医療機関の受入体
制や搬送方法など
医療救護活動を確
保する

【１　医療救護活動の確保】
○各二次保健医療圏において医療機関と区市町村等の行
政機関が円滑に医療救護活動を行うことができるよう連携強
化を図るとともに、各災害医療コーディネーター間のネット
ワークづくりを進め、二次保健医療圏間での連絡体制を確立
する。

○災害医療コーディネーター部会や二次保健医療圏
を単位とした担当者会議等の開催を通じて、各災害
医療コーディネーター間や圏域内の連携強化につい
て検討した。

A　・　B　・　C　・　D

○地域災害拠点中核病院等に設置する医療対策拠点にお
いて、東京都地域災害医療コーディネーターが的確な医療
救護活動を統括・調整できる体制を構築するとともに、実践
的な運用に向けて訓練等を行う。

○６医療圏において、災害医療コーディネーター、医
療機関、区市町村が参加した図上訓練を実施して、
医療対策拠点における地域災害医療コーディネー
ターの役割について具体的に検討した。

○各二次保健医療圏の地域災害医療連携会議の一層の活
用や、研修・訓練を通じて、地域の実情を踏まえた医療連携
体制を構築する。

○全ての二次保健医療圏において、地域災害医療連
携会議（調整部会を含む）を開催し、地域の実情を踏
まえた具体策について検討した。

○災害医療に関するマニュアルや、区市町村に対するガイド
ラインを作成し、各災害医療コーディネーターが適切に対応
できるよう、研修・訓練を行う。

○平成２４年度に取りまとめた新たな災害医療体制の
方向性に基づき、医療救護活動ガイドラインの策定に
向けて検討し、東京都災害医療協議会から承認を受
けた。

○他県からの応援医療チームを受け入れる参集拠点をあら
かじめ定め、災害医療コーディネーターが各地域の被害状
況に応じて迅速に派遣できる体制を確立する。

○医療救護活動ガイドラインの策定にあわせて、応援
医療チームの運用方法について検討した。
○東京都医療救護班の編成のほか、他県ＪＭＡＴの活
動方針等の協議及び関係機関との連絡調整の拠点
を整備【再生計画】

○避難生活が長期化した場合の避難者等の健康管理、保健
所等と連携した公衆衛生的ニーズに対する医療救護活動な
ど、医療ニーズの変化に応じて区市町村が設置する医療救
護活動拠点の体制整備を働きかける。

○医療救護活動ガイドラインの策定にあわせて、区市
町村が設置する医療救護活動拠点のあり方について
検討した。

○島しょ地域においては、災害発生直後から町村長と連携し
て医療救護活動を実施することとし、島内の医療機関におい
て対応困難な場合は、町村及び関係防災機関との密接な連
携により、患者を島外の医療機関に搬送する。

○大島町で発生した風水害に対する都の対応を検証
し、島しょ地域における医療救護活動のあり方につい
て検討した。

○原子力災害や放射線事故等に対応するため、「緊急被ば
く医療体制」を都内にも構築するよう、国に対し引き続き要求
していく。

○都内の緊急被ばく医療体制の構築について、国に
対して提案要求している。

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
７　災害医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○防災訓練説明会等を活用し、医療機関に対
して継続的にＢＣＰの策定・見直しを働きかけて
いく。

○医療機関の役割分担を具体化し、地域災害
医療連携会議等を活用して関係機関に周知し
ていく。

都総合防災訓練の検証を踏まえながら、フェー
ズ区分に応じた災害医療体制を検討する。

○災害拠点病院の必要数を精査して、災害拠
点病院を追加指定する。

○地域災害医療連携会議等を活用して、都民
に広く周知していく。

○首都直下地震を想定した訓練等を通じて、
搬送機関との調整方法を確認する。

○ＳＣＵ設置候補地の施設管理者や関係機関
と連携して、ＳＣＵの運営方法等を具体化す
る。

○ヘリコプター緊急離発着場（病院ヘリポート）
の整備に向けて、災害拠点病院に対する財政
支援を継続実施する。

○都内全域で1,000人程度の東京ＤＭＡＴ隊員
を確保できるように、継続的に隊員養成研修を
実施する。

○特殊災害チーム等を養成を含め、ＮＢＣ災害
の発生に備えた研修・訓練等を実施する。

○車両の買い替えに伴う登録変更等を適切に
行い、緊急通行車両情報を更新する。

○引き続き、2か月に一度、通信訓練を実施
し、使用方法の習得・定着に努める。

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組
７　災害医療の取組

（目標２）
医療機関の受入体
制や搬送方法など
医療救護活動を確
保する

【２　医療機関の受入体制の確保】
○病院建物の耐震診断や、耐震補強工事を促進するととも
に、災害時において医療機関の診療機能を継続できるよう、
医薬品や多元的な水の確保、電力等のライフラインの確保や
事業継続計画（BCP）の策定支援に取り組む。

○全病院を対象に防災訓練説明会を開催し、ＢＣＰ策
定ガイドラインの説明や医療機関の事例紹介等を
行って、全病院がＢＣＰを策定できるように働きかけ
た。また、耐震補強工事や自家発電装置の設置等に
対する財政支援を行った。

A　・　B　・　C　・　D

○二次保健医療圏ごとに、災害拠点病院、災害拠点連携病
院、災害医療支援病院が、あらかじめ定められた役割分担に
従い機能を十分に発揮できるように、地域の特性に応じた行
動要領を具体的に定める。

○地域災害医療連携会議等を活用して、医療機関の
役割分担について周知した。

○多数の負傷者が殺到する災害拠点病院等の負担を軽減
して重傷者等に対する医療を確保できるよう、医療対策拠点
や区市町村による緊急医療救護所や医療救護活動拠点の
設置など、フェーズ区分に応じた災害医療体制の整備を進
める。

○都総合防災訓練において緊急医療救護所の設置
訓練を行うなど、災害拠点病院、医療対策拠点、区市
町村等の連携方法について検証した。

○新たな被害想定や都内医療機関の収容力、地域の実情
等を踏まえ、災害拠点病院の整備を進める。

○各医療機関の収容力を踏まえ、災害拠点病院を新
たに11病院指定した。（平成27年4月1日時点80施設）

○災害時におけるトリアージ活動の意義について、都民に広
く周知する。

【３　搬送体制の確保】
○東京都地域防災計画に基づき、関係機関と調整の上、複
数の搬送手段や搬送経路を確保する。

○都総合防災訓練において民間救急車を活用した傷
病者搬送訓練を実施して、搬送手段の確保策につい
て検証した。

A　・　B　・　C　・　D
○NBC災害時においても迅速かつ的確な医療救護活動が
行えるように活動要領を定め、資器材の整備や教育・訓練を
実施する。

○ＮＢＣ災害発生時活動要領を新たに策定し、東京
消防庁と連携したＮＢＣ対応訓練を実施した。

A　・　B　・　C　・　D

○被災地内の傷病者を被災地外に速やかに搬送できるよう
に、航空搬送拠点臨時医療施設（SCU）の設置に向けた準
備を進める。

○ＳＣＵ設置に必要な資器材を、東京国際空港及び
立川地域防災センターに備蓄している。【再生計画】

○離発着場が整備されていない災害拠点病院等について
は、オープンスペース等利用計画などに基づき、病院敷地内
又は近接地にヘリコプターの緊急離発着場の確保に努め
る。

○各災害拠点病院に対してオープンスペース等の利
用計画を調査して、具体的なヘリコプター緊急離発着
場候補地を整理した。

（目標３）
東京DMATの体制
を強化する

○大規模地震や都市型災害に対して迅速に医療救護活動
が行えるように、東京DMAT指定病院２５か所に対して実践
的な研修や訓練を実施し、1,000人程度の東京DMAT隊員を
確保できるように、継続的に隊員養成する。

○東京消防庁と連携して実践的な隊員養成研修を実
施して、東京ＤＭＡＴ隊員を1087名確保した。

（目標４）
医薬品等の供給体
制を強化する

○大規模震災時の交通規制があっても卸売販売業者から供
給が確実に行われるよう、卸売販売業者の車両のうち必要な
台数を緊急通行車両として事前登録する。

○東京都薬剤師会及び東京医薬品卸業協会等協定
締結５団体に対し緊急通行車両の登録を働きかけ、
約2,800台を事前登録した。

○卸売販売業者との災害時の連絡体制を強化するため、東
京医薬品卸業協会等、関係団体へ災害時優先携帯電話や
業務用無線を配備する。

○東京都薬剤師会及び東京医薬品卸業協会等協定
締結５団体に対し災害時優先携帯電話の貸与、並び
に協定締結５団体に対しMCA無線の配備し、2か月に
一度、通信訓練を実施し、使用方法の習得・定着に努
めている。

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
７　災害医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組
７　災害医療の取組

○引き続き、全区市町村で協定を締結できるよ
う区市町村への支援を続ける。

【評価指標】

（目標４）
医薬品等の供給体
制を強化する

○区市町村や地区薬剤師会に対し、災害時の医薬品供給
体制を整備できるよう支援する。また、医療機関や薬局に対
し、医療のニーズに応じ3日分程度の備蓄をするよう働きかけ
る。

○区市町村個別に医薬品卸業者との協定締結を支
援した結果、31区市町村で卸売販売業者との協定締
結を完了した。

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 26年度 27年度 29年度

災害拠点病院の指定数 70か所 増やす 75か所 80か所

災害拠点病院の耐震化率 82.9% 100% 88.0% 88.8%

28年度

災害拠点病院数
（救急災害医療課調べ）

救急災害医療課調べ

救急災害医療課調べ

東京DMATの隊員数 874名 1,000名 972名 1,087名 救急災害医療課調べ

災害拠点病院の事業継続
計画（BCP）の策定率

5.7% 100% 82.7% 82.5%
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へき地医療対策協議会を通じて、引続き医師等
の安定的な確保を図る。

○自治医科大学卒業義務年限医を引続きへき
地町村へ派遣する（平成２７年度派遣者数１１
名）。
○義務年限医及び学生を対象とした地域医療
（へき地医療）研修を引続き実施する。

○地域医療支援ドクター事業の実施
　・平成27年度派遣　4名

○島しょ看護職員定着促進事業を引続き実施。

○平成２７年度のシステム更新により、Web会議
システムと画像電送システムの連携性を高め、医
療用画像を用いたWeb会議を行うなど、症例検
討会の質のより一層の向上を図る。

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標

○自治医科大学に対して運営経費等の一部を負担し、へき
地勤務を行う総合医の養成を行うとともに、自治医科大学を
卒業した医師をへき地医療機関に引き続き派遣していく。

○平成２６年度における自治医科大学卒業義務年限
医２４名中、１０名をへき地町村へ派遣。
○卒後２年目の義務年限医を対象とした地域医療（へ
き地医療）研修を実施（２名×１ヶ月間）。
○自治医科大学学生を対象とした地域医療（へき地
医療）研修を実施（５日間）。

○医師不足が深刻な市町村公立病院等に対して一定期間
医師を派遣するため、地域医療支援ドクター事業を引き続き
実施し、地域の医療体制の確保に努める。

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
８　へき地医療の取組

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

８　へき地医療の取
組

○へき地における医療従事者の定着を促進するため、島しょ
地域で情報共有の機会提供や研修などの取組を実施する。
また、Web会議システムを利用し、島しょの医療従事者のみ
でなく、都立病院の医師等も参加した症例の検討会や情報
交換会を実施する。

○へき地医療の魅力を再発見することによって医療従
事者の定着に資することを目的に、平成２５年度と２６
年度に出張研修を３回実施（奥多摩町、新島村、三宅
村）。
→平成２６年度中途から「島しょ看護職員定着促進事
業」へ。
○Web会議システムを利用した症例検討会には、各
島のみならず、島しょ医療基幹病院である都立広尾病
院の医師も参加し、ほぼ毎月実施。

○再就職相談会など医療従事者の求人関係の各種イベント
を有効に活用し、へき地医療の普及・啓発を図るとともに、無
料職業紹介事業の求職登録者数の増加を図る。

○看護師の就職相談会や島しょ地域の振興に関する
イベントへのブース出展やパンフレットの設置。
○無料職業紹介事業所登録者数（平成２６年度末現
在８７名）

具体的取組（要旨）

（目標１）
へき地町村の行う
医療従事者確保を
支援する

○へき地勤務医師等確保協議会において、大学病院等の事
業協力病院からへき地の医療機関に医師を定期的に派遣す
る計画を定め、引き続き医師等の長期的、安定的な確保を
図る。

○平成２５年度に、従前の「へき地勤務医師等確保協
議会」と「へき地医療支援計画策定会議」を統合し、新
たに「へき地医療対策協議会」を立ち上げ、へき地医
療対策を総合的に協議する場を設置。当協議会にお
いて決定した派遣計画による、へき地勤務医師等確
保事業に基づく派遣者数は平成２７年度１５名（平成２
６年度も同数）。

○参加イベントの精査及び拡大、東京都へき地
医療支援機構のホームページ充実等により、引
続き、へき地医療の普及啓発と無料職業紹介事
業の求職登録者数の増加に努める。

○東京都へき地医療支援機構のホームページに、へき地で
活躍する医療従事者の体験談や、島の魅力などを盛り込む
等、掲載内容の一層の充実を図る。

A　・　B　・　C　・　D

【派遣実績】
平成21年度：2名、平成22年度：3名、平成23年度：3
名、平成24年度：4名、平成25年度：6名、平成26年
度：5名　（計23名）【確保計画】
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事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
８　へき地医療の取組

具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

８　へき地医療の取
組

○東京都地域医療医師奨学金制度の実施
　・奨学金被貸与者へのキャリア形成支援の充
実

○地域医療支援センター無料職業紹介事業所
による奨学金医師への就業支援
○医療勤務環境改善支援センターとの連携によ
る医師勤務環境改善事業の実施

○引続き、へき地町村からの要請に対する充足
率１００％を維持する。

○平成２７年中に新システムに更新予定。新シス
テムでは、画像解析機能が向上するとともに、画
像の操作を受信側と送信側でリアルタイムに共
有することができるようになるなど、診療支援のよ
り一層の向上に資するものとなっている。

○引続き、各医療機関の特色を活かした受入体
制を検討する。

○引続き必要な補助を行う。

○引続き、専門医確保のための調整及び必要な
補助を行う。

（目標１）
へき地町村の行う
医療従事者確保を
支援する

○地域医療支援センターを設置し、地域枠医師等の育成
や、就業支援を行い、地域医療に従事する医師の確保と定
着を図る。

○「平成26年度 医師確保に係る実態調査」の実施
○東京都地域医療医師奨学金制度の実施
　・医学部定員増による奨学金（順天堂大学：10名、
　 杏林大学：10名、東京慈恵会医科大学：5名）
　・都内13大学の5、6年生に対する奨学金
○地域医療支援センター無料職業紹介事業所の
   設置
○医療勤務環境改善支援センターの設置
   【確保計画】
○医療勤務環境改善支援センターとの連携による
   医師勤務環境改善事業の実施【確保計画】

（目標２）
へき地勤務医師等
の医療活動を支援
する

○へき地医療機関に勤務する医師が研修・休暇等で一時的
に不在となる場合に代診の医師を派遣し、医師の自己研鑽
やリフレッシュの機会を十分に確保し、長期にわたるへき地
勤務が可能となるよう勤務環境を引き続き整備していく。

【平成２６年度実績】
○派遣要請件数１００件／対応件数１００件（充足率１
００％）
○派遣日数４６９日

A　・　B　・　C　・　D

○島しょ医療機関と都立広尾病院を結んでいる画像電送シ
ステムについて、静止画だけでなく動画の電送もできるように
するなど、診療機能の向上に資するシステムの検討、更新を
行い、へき地での診療活動の一層の充実を支援する。

【平成２６年度実績】
○画像電送依頼件数１，０５１件、送信枚数１１２，３８７
枚
○システム更新に向け、ユーザーへのアンケート調査
結果の分析を行うとともに、PTを設置し、改善すべき
点を抽出。

○東京型ドクターヘリ協力病院（平成２４年10月１日現在１１
病院）については、各医療機関の特色を活かした受入体制
を検討する。

【平成２６年度実績】
収容１０人、医師添乗２件

（目標３）
へき地医療の提供
体制の整備を行う

○へき地診療所において、引き続き診療に必要となる施設・
設備の整備に要する経費を補助することにより、へき地診療
所の医療機能の充実を図る。

【平成２６年度補助実績】
○設備整備費（５か所）：３３，６７８千円

A　・　B　・　C　・　D○へき地町村が専門診療事業を実施する際に、専門医を確
保するための調整等を行うとともに、その経費を補助すること
により、引き続きへき地町村で確保困難な専門医療の確保を
図っていく。

【平成２６年度補助実績】
へき地専門医療確保事業（１１町村（全へき地町村））：
６４，１４３千円
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事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
８　へき地医療の取組

具体的取組（要旨）

【評価指標】

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

各町村の医師派遣要請に
対する充足率

100% 維持する 100% 100% 救急災害医療課調べ

代診医派遣要請に対する
充足率

100% 維持する 100% 100%

救急災害医療課調べ

救急災害医療課調べ

画像電送システムの利用件
数（年間）

749件 増やす 844件 1,051件
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第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

９　周産期医療の取
組

○都全域でＮＩＣＵ病床320床を確保
○必要に応じて周産期母子医療センターの指
定・認定を検討
○周産期医療施設等整備費補助により、、高度
な周産期医療を適切に提供する医療基盤の整
備を促進
○新生児集中治療室開設等緊急支援事業及び
新生児医療担当医確保緊急事業は平成26年度
で終了
○産科医等確保支援事業、産科医等育成支援
事業及び新生児医療担当医確保支援事業によ
り、産科医及び新生児科医の処遇改善等を支援

○周産期連携病院の拡充

○東京都地域医療医師奨学金制度の実施
  ・奨学金被貸与者へのキャリア形成支援の
    充実

○新たなスーパー総合周産期センターの指定を
含めて、制度の適正な運用を推進
○周産期搬送コーディネーターの配置

○神奈川県、埼玉県との試行の状況を検証の
上、連携体制を検討

○周産期医療情報システムの運営

○周産期医療ネットワークグループの構築

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
９　周産期医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

（目標１）
周産期母子医療セ
ンター等周産期医
療施設の機能を強
化する

○NICUの運営や整備への支援を行い、出生1万人に対し、
30床を目標に整備する。併せて、搬送調整機能や母体救命
対応機能、麻酔科医師、臨床心理技術者、入院児支援コー
ディネーターの配置促進等、周産期センターの機能を強化
し、妊婦・新生児の搬送受入体制を強化する。

○ＮＩＣＵ病床の整備（平成27年3月31日現在　315床)
○周産期母子医療センターの整備（平成27年3月31
日現在　25病院）
○周産期医療施設等整備費補助（平成26年度 施設
整備：1病院、設備整備：17病院）【再生計画】
○新生児集中治療室開設等緊急支援事業（平成26
年度 1病院）【再生計画】
○新生児医療担当医確保緊急事業（平成26年度 実
績なし）【再生計画】
○産科医等確保支援事業（平成26年度 103施設）【確
保計画】
○産科医等育成支援事業（平成26年度 15病院）【確
保計画】
○新生児医療担当医確保支援事業（平成26年度 12
病院）【確保計画】 A　・　B　・　C　・　D

○医療機関の機能分化を進め、ミドルリスクの妊婦に対応す
る周産期連携病院の整備を促進し、医療資源の効率的活用
を図る。

○周産期連携病院の指定（平成26年度　11病院)
○周産期連携病院ＮＩＣＵ運営費補助（平成26年度 1
病院）【再生計画】

○奨学金制度を利用した医師が、地域の周産期医療に携わ
り定着していくよう、支援を行っていく。

○東京都地域医療医師奨学金制度の実施
　・医学部定員増による奨学金（順天堂大学：10名、
    杏林大学：10名、東京慈恵会医科大学：5名）
　・都内13大学の5、6年生に対する奨学金

（目標２）
周産期搬送体制の
整備を進める

○東京都母体救命搬送システム及び周産期搬送コーディ
ネーター制度の検証を通じ、周産期搬送体制の強化を図る。

○スーパー総合周産期センター（母体救命搬送シス
テム）の充実（平成27年3月31日現在　4病院）
○周産期搬送コーディネーターの配置

A　・　B　・　C　・　D○近隣３県（埼玉・神奈川・千葉）との間で、周産期搬送体制
について情報を共有するとともに、県域を越えた周産期搬送
のルール作りについて検討し、必要な連携体制を構築する。

○神奈川県とは平成24年1月から、埼玉県とは平成26
年4月から試行を実施中。

○周産期医療情報システムの活用等により、周産期センター
及び周産期連携病院の診療能力情報の共有化を行い、搬
送先選定の効率化を図る。

○周産期医療情報システムの運営

（目標３）
周産期医療施設間
の連携を推進する

○地域の周産期医療機関等の従事者で構成する地域連携
会議の開催等を通じて、各周産期医療ネットワークグループ
において搬送の基準やルールの共有化を図ることにより、医
療機関等の機能に応じた役割分担と連携の充実・強化を図
る。

○周産期医療ネットワークグループの構築（平成26年
度　8グループ）

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
９　周産期医療の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○周産期母子医療センターにおける在宅移行
支援及び在宅移行後の支援の充実（ＮＩＣＵ入
院児支援コーディネーターの配置、在宅移行支
援病床運営、在宅療養児一時受入支援）

○ＮＩＣＵ等入院児在宅移行研修の充実
　　（小児等在宅移行研修として実施）

（目標４）
ＮＩＣＵ等入院児の
在宅療養等への移
行支援を進める

○周産期センターにおけるNICU入院児支援コーディネー
ターの配置促進、在宅移行支援病床の配置促進、在宅療養
相談事業の活用等による、在宅移行支援を強化する。また、
短期入院（レスパイト）による家族の一時支援、急性増悪時の
児の受入れ等、在宅移行後の支援の充実を図る。

○ＮＩＣＵ入院児支援コーディネーターの配置（平成
26年度　22病院）
○在宅移行支援病床の運営（平成26年度　5病院）
○在宅療養児一時受入支援事業の実施（平成26年
度　13病院）

A　・　B　・　C　・　D

○地域において、保健・医療・福祉の各分野と連携を深めな
がら、在宅生活を支える療育環境の整備を進める。

○ＮＩＣＵ等入院児在宅移行研修の実施（平成26年度
職種別3回、各種合同1回　計246名）

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

NICUの整備 291床 320床
（26年度末）

294床 315床 救急災害医療課調べ

周産期センターにおける搬
送受入件数に対する搬送
要請件数

産科：2.01
NICU：
1.18

下げる
産科：1.98

NICU：
1.22

産科：1.87
NICU：
1.12

13病院

救急災害医療課調べ

NICU入院児支援コーディ
ネーター配置病院数

15病院 増やす 19病院 22病院

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

９　周産期医療の取
組

救急災害医療課調べ

救急災害医療課調べ

短期入院（レスパイト）実施
病院数

7病院 増やす 9病院
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○小児初期救急診療事業の実施主体である区
市町村に対する支援を継続

○二次救急医療体制の充実・強化

○こども救命センターからの円滑な転院・退院の
対応策等の推進

○「こども救命センター」事業の周知及び機能強
化

○区市町村が実施する普及啓発事業を支援

○“ひまわり”と“ｔ－薬局いんふぉ”のTOPページ
の統合を行うなど、都民の利便性向上を図る。

〇“ひまわり”については、ツイッターやバス広告
など、積極的な広報を引き続き行う。外国語版パ
ンフレットの配布先を広げる。

〇TOPページの統合にともない、“ｔ－薬局いん
ふぉ”のURLが変更されたため、「薬と健康の週
間」等を活用して周知する。

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
10　小児医療の取組

○こども救命センターに関するパンフレットの作成、配
布（小児科標榜医療機関）及び地域ブロック会議での
こども救命センター事業の周知

（目標３）
小児医療に関する
普及啓発・相談支
援事業を推進する

○区市町村における普及啓発事業を促進するなど、小児救
急医療普及啓発事業の推進策を検討していく。

○区市町村における普及啓発事業の対象拡大を検
討、東京メッセにて小児救急普及啓発事業実施

○夜間や休日に受診可能な医療提供施設の情報を提供し
ていくため、“ひまわり”や“ｔ－薬剤いんふぉ”などの案内
サービスの充実を図っていく。≪再掲≫

○平成26年8月に“ひまわり”と“t-薬局いんふぉ”の
TOP ページの統合を行い、都民の利便性向上を図っ
た。
○訪日外国人増に対応し、“ｔ－薬局いんふぉ”の英
語表記サイトを作成した。
〇平成26年度の“ひまわり”の保健医療福祉相談は
58,363件（平成25年度59,127件）、インターネットアク
セス数は1,577,828件（平成25年度1,280,840件）、
○統合後の“ｔ－薬局いんふぉ”のインターネットアクセ
ス数（平成26年9月から平成27年3月まで）は117,726
件（平成25年度78,825件）である。

○　“ひまわり”が活用されるよう、バス広告など積極的
な広報を行った。また、訪日外国人増に対応し、区市
町村と病院650か所に外国語版パンフレットを送付し
た。

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

10　小児医療の取
組

（目標１）
小児救急医療体制
の実施体制を確保
する

○東京都小児医療協議会に専門部会を設置し、小児初期
救急平日夜間診療事業の推進、小児初期救急医療事業の
未整備地域への対応を検討する。

○今後の小児初期救急医療事業について検討する
ため、小児初期救急医療体制検討部会を開催（平成
24年度2回、平成25年度1回開催）した。また、東京都
小児医療協議会において小児初期救急医療体制の
検討を含めた小児医療体制の強化について検討・協
議した。（平成24年度1回、平成25年度1回、平成26年
度1回開催）【再生計画】 A　・　B　・　C　・　D

○休日・全夜間診療事業（小児）へ参加する医療機関に対
し、施設・設備等の整備への支援を通じて、二次救急医療体
制の充実・強化を図る。

○休日・全夜間診療事業（小児）への参画医療機関
へ施設・設備等補助（平成24年度2病院、平成25年度
1病院、平成26年度１病院）【確保計画】

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

（目標２）
こども救命センター
の機能強化を図る

○東京都小児医療協議会に専門部会を設置し、こども救命
センターにおける転院・退院に向けた取組への支援に係る対
応等を検討していく。

○急性期を過ぎた小児患者の円滑な転院・退院支援
体制について方策等を検討するため、こども救命セン
ター転院・退院支援体制検討部会を開催（平成25年
度3回、平成26年度3回開催）【再生計画】

A　・　B　・　C　・　D
○地域研修会の実施などを通じ、医療機関に「こども救命セ
ンター」事業の周知を図るとともに、地域で小児医療を担う医
療機関の連携・ネットワーク化を一層進め、こども救命セン
ターの機能強化を図る。

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
10　小児医療の取組

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

○相談事業を確実に実施していく。

〇Webサイト「東京都こども医療ガイド」の記載内
容を見直す。ツイッターなどにより活用促進を図
る。

○東京都地域医療医師奨学金制度の実施
  ・奨学金被貸与者へのキャリア形成支援の充
実
　・大学と連携した、奨学生への効果的な地域医
療研修の実施

○地域医療支援センター無料職業紹介事業所
による奨学金医師への就業支援

○医師勤務環境改善事業、特定機能病院勤務
医等負担軽減支援事業及び医療勤務環境改善
支援センター事業を実施し、医師の勤務環境改
善に取組む。

○地域で小児初期救急を担う人材の拡充及び
救急医等に対する専門研修の継続実施

○東京都在宅療養推進会議のもと、平成27年7
月に設置した小児等在宅医療検討部会におい
て検討を進めていく。【新規】

○Webサイト「東京都こども医療ガイド」は、スマート
フォンやタブレットでも見やすいTOPページに改修す
るとともに、「月刊福祉保健」やツイッター等で広報を
行ったところ、平成26年度のアクセス数121,605件（平
成25年度92,097件）とアクセス数が増加している。

○子供の受診の必要性の判断や子供の健康に関する相談
支援を行う電話相談「母と子の健康相談室」（小児救急相談）
や「東京都こども医療ガイド」について普及啓発を図る。≪再
掲≫

（目標３）
小児医療に関する
普及啓発・相談支
援事業を推進する

○病院勤務医師の負担軽減を図るため、育児中の女性医師
等への支援を含め、医師の勤務環境を改善する取組を支援
する。

○　平成26年度から以下の取組を実施し、医師の勤
務環境改善に努めている。【確保計画】
　・医師勤務環境改善事業を都内全病院に拡大（平
成26年度　実施医療機関36病院）
　・特定機能病院勤務医等負担軽減支援事業開始
（平成26年度　実施医療機関10病院）
　・10月に医療勤務環境改善支援センターを設置

○小児初期救急医療事業の未整備地域への対応等の検討
を踏まえて、地域の診療所の開業医等を対象とした研修事
業を実施するとともに、救急医等に対する専門研修を継続し
て実施する。

○地域の診療所の開業医等対象に研修（臨床研修）
を実施（平成24年度4名、平成25年度16名、平成26年
度9名）
○救急医等に対する専門研修を実施（PALS研修：平
成24年度254名、平成25年度230名、平成26年度234
名、小児集中治療に関する研修：平成26年度実施医
療機関2病院）【確保計画】

○在宅療養中の小児や若年層の患者への対応について、
地域の実情を把握した上で、検討を進めていく。≪再掲≫

○小児等在宅医療連携拠点事業に参加（国事業）
（平成25，26年度）
　（国事業の目的）
　・地域で在宅療養を支える体制の構築
　・今後の小児等の在宅医療に関する政策等に活用
　　都内4病院（慶應・小児総合・墨東・大塚）で実施

第1章患者中心の医
療体制の充実
第3節疾病・事業ご
との医療連携体制
の取組

10　小児医療の取
組

A　・　B　・　C　・　D

○「母と子の健康相談室」（小児救急相談）実績は、平
成26年度　31,836件（うち小児救急相談分　27,997
件）【確保計画】

（目標４）
地域の小児医療体
制の確保を図る

○奨学金制度を利用した医師が、地域の小児医療に携わり
定着するよう、支援を行う。

○ 医師奨学金制度の運用（平成20年7月貸与条
　例制定。平成21年3月条例改正）
　・小児、周産期、救急、へき地医療に従事する医
    師確保のため、奨学金を貸与
　・被貸与者への教育的支援を実施（島しょ研修、
    都の地域医療の講義等）
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
10　小児医療の取組

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況（平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

○東京都小児がん診療連携協議会に参画する
病院等の協力を得て、引き続き、情報共有・公
開、レベルアップ等に取り組む。
○東京都がんポータルサイトや市民公開講座等
により、小児がんに関する正しい情報を発信し、
普及啓発を行っていく。

○区市町村及び保健医療関係団体等が独自に
取り組んでいるがん予防に関する健康教育の効
果的な手法や先駆的な取組を、区市町村の担
当者連絡会等を通じて広く紹介する。

【評価指標】

幼児死亡率（１～４歳人口
十万対）

18.5 下げる
16.2

（24年度）
13.7

（25年度）

乳児死亡率（出生数　千
対）

2.0 下げる
2.2

（24年度）
2.0

（25年度）
「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
（東京都）、人口動態統計（東京都）から算出

「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
（東京都）、人口動態統計（東京都）から算出

救急災害医療課調べ
救急専門医等（小児）の養
成

795名 増やす 230名 234名

項目
計画時
実績

目標
実績

25年度 26年度 28年度 29年度27年度

○小児がん医療機関が多数存在する都の特性を活かし、
「東京都小児がん診療連携ネットワーク（仮称）」を構築し、小
児がん拠点病院やネットワークに参画する医療機関等との連
携を推進し、診療連携や相談支援を実施する。
　また、小児医療に携わる医師及び医療従事者や都民に対
し、小児がんに関する様々な情報提供や普及啓発を行い、
社会全体の小児がんに関する理解を深める。≪再掲≫

○国の指定する小児がん拠点病院と、都が独自に認
定する東京都小児がん診療病院や患者代表等で構
成する東京都小児がん診療連携協議会を設置し、各
施設の小児がん診療実績の情報共有・公開、地域医
療機関の育成等に取り組んでいる。
○患者・家族や地域の小児医療に携わる医療従事者
等を対象に、市民公開講座を開催した。

○健康の大切さの理解促進と望ましい生活環境実践に向
け、教職員の研修等も含め、児童・生徒への健康教育の一
層の充実を図る。また、学校保健委員会の役割や機能を充
実させるとともに、家庭や地域の関係機関と連携し、がん予
防のための健康教育を推進する。≪再掲≫

○区市町村のがん検診担当者を対象に区市町村が
独自に取り組んでいるがん予防に関する健康教育の
状況調査を実施し、その実践例を区市町村に紹介し
た。

資料出典

33



　

第1章患者中心の医
療体制の充実
第4節　在宅療養の
取組

○東京都在宅療養推進会議を開催し、引き続き
在宅療養の推進を図っていく。(継続）
　
　

○医療保健政策区市町村包括補助事業を実施
し、区市町村の取組を支援していく。（継続）

○在宅療養推進区市町村支援事業を実施し、
区市町村と関係機関へ支援を行っていく。（平成
27年度まで）

○区市町村在宅療養推進事業を実施し、区市
町村の取組を支援していく。【新規】【確保計画】

○区市町村・地区医師会合同連絡会を年2回開
催。各地域の先行事例を紹介し、課題の共有・
解決策の検討を行い、区市町村・地区医師会の
更なる取組を支援していく。（継続）

○東京都在宅療養推進会議において、引き続き
検討していく。

○東京都在宅療養推進会議のもと、平成27年7
月に設置した小児等在宅医療検討部会におい
て検討を進めていく。【新規】

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１１　在宅療養の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況(平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

（目標１）
区市町村を実施主
体とした包括的な
在宅療養体制を構
築する

○住民に最も身近である区市町村が在宅療養の推進を担う
実施主体となり、地域包括ケアの視点に立った在宅療養体
制を構築する。

○東京都在宅療養推進会議を開催
　(目的)
　地域における在宅療養に関する行政、関係機関・団
体及び都民等の分担を明らかにして連携を強化し、
もって在宅療養の推進を図る。
平成26年度実施：平成27年2月

○医療保健政策区市町村包括補助事業の実施
　区市町村が取り組む、次の3つの項目の補助
　※( ) H26年度補助実績
　・在宅療養支援窓口事業（17区市町村）
　・在宅療養後方支援病床確保事業（10区市町村）
　・在宅療養推進協議会（21区市町村）

○在宅療養推進区市町村支援事業の実施【再生計
画】
　 区市町村が医療機関等と平成２５年度から協働で
実施する新たな取組を支援
　・小児等在宅療養支援体制構築事業
　・災害時も視野に入れた在宅療養患者等の搬送体
制構築
　・在宅療養患者の災害時支援体制確保
　・東京都保健医療計画に掲げた課題を解決するた
め実施する在宅療養体制構築

A　・　B　・　C　・　D

○在宅療養の取組を広げるため、「区市町村連絡会」等にお
いて、都の事業報告や区市町村の先行事例紹介を通し、各
地域における在宅療養推進に当たっての課題を共有し、そ
の解決策を検討するなど、区市町村の取組を更に支援す
る。

○区市町村・地区医師会合同連絡会を年2回開催。
各地域の先行事例を紹介し、課題の共有・解決策の
検討を行い、区市町村・地区医師会の更なる取組を
支援
平成26年度実施：　平成26年6月、平成27年1月

○在宅療養における患者・家族の意思を尊重した病状変化
時の対応や看取りができる支援体制など、超高齢社会の到
来を見据えた在宅療養を支える地域医療体制の構築に向け
た検討を進める。

○在宅療養推進シンポジウムの開催
平成26年11月　テーマ「在宅看取りを考える」
参加者　３７８名

○在宅療養中の小児、若年層、がんや認知症の患者などへ
の対応について、地域の実情を把握した上で、検討を進め
る。

○小児等在宅医療連携拠点事業に参加（国事業）
（平成25，26年度）
　（国事業の目的）
　・地域で在宅療養を支える体制の構築
　・今後の小児等の在宅医療に関する政策等に活用
　　都内4病院（慶應・小児総合・墨東・大塚）で実施

（目標２）
在宅療養を支える
地域医療体制の充
実を図る

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１１　在宅療養の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況(平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

○訪問看護ステーションに対する施策の充実
・既存事業の着実な実施
・地域包括ケアの推進に向け、引き続き訪問看
護推進部会において、訪問看護の推進につい
ての検討を行う

○在宅療養推進基盤整備事業（多職種ネット
ワーク構築事業）を実施し、引き続き多職種間の
情報共有・連携の取組を支援していく。（継続）

○在宅医等相互支援体制構築事業を実施し、
引き続き在宅療養環境整備の取組を支援してい
く。（継続）

○東京都在宅療養推進会議において、検討し
ていく。

○医療と介護の連携に重要な役割を担う、訪問看護ステー
ションに対する施策の充実を図るとともに、医療・介護の多職
種間における患者情報の共有を含めた連携をより充実して
いく。

○一時入院や看取りなど地域の入院医療機関等に求められ
る役割と支援の在り方を検討し、在宅医を支える地域の入院
医療機関の相互支援体制の構築を目指す。

○在宅医療に携わる医師の負担を軽減するため、在宅医が
訪問看護ステーション等と連携しながら、又は、在宅医相互
に補完し合いながら、チームとして24時間の診療体制を構築
する地域の取組を支援し、在宅療養支援診療所や在宅療養
支援病院の確保につなげる。

○在宅医等相互支援体制構築事業を実施
　複数の在宅医が相互に補完し、または訪問看護ス
テーションと連携しながらチームとして24時間の診療
体制を確保

第1章患者中心の医
療体制の充実
第4節　在宅療養の
取組

（目標２）
在宅療養を支える
地域医療体制の充
実を図る

○訪問看護ステーションに対する施策の充実
 ・訪問看護ステーション設置促進事業を継続して
  実施
 ・平成25年度より、訪問看護ステーション設置促進
 ・運営支援事業、訪問看護人材確保育成事業を実
   施
 ・在宅療養推進会議の部会として訪問看護推進部
   会を設置し、訪問看護の推進に向けた取組につい
   て検討
 ・平成26年度より、福祉人材の確保・定着モデル事
   業、訪問看護師勤務環境向上事業、訪問看護師
   定着推進事業を実施【確保計画】
　福祉人材の確保・定着モデル事業
　　→５事業者に対し、事務職員の派遣を実施
　訪問看護師勤務環境向上事業
　　→２事業者に対して補助
　訪問看護師定着推進事業
　　→５事業者に対して補助

○在宅療養推進基盤整備事業（多職種ネットワーク構
築事業）を実施（平成26年度新規）【確保計画】
（目的）
　医療と介護の関係者が効果的に情報を共有しなが
ら連携して在宅療養患者を支える体制を整備するた
め、地区医師会が他の団体や区市町村等と連携して
ICTを活用したネットワークを構築する取組に対して支
援する。
平成26年度実績：24地区医師会
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１１　在宅療養の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況(平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第4節　在宅療養の
取組

○在宅療養移行体制強化事業（平成26年度か
ら名称変更）を実施。平成26年度に作成したカリ
キュラムをもとに、退院支援強化研修を実施。併
せて、研修修了者を院内に配置し在宅療養移
行支援等に取り組む病院に対し支援を行う。（継
続）

○在宅療養研修事業を実施。都医師会におい
て各地区医師会の在宅療養地域リーダーを育
成し、地域リーダーがそれぞれの地区で研修を
実施する。（継続）

○在宅療養支援員養成事業を実施し、引き続き
区市町村の在宅療養支援窓口等において、医
療・介護関係者間の調整業務に従事する職員を
養成していく。（継続）

○退院支援強化事業【再生計画】
・東京都退院支援マニュアルを作成（平成25年度）
・マニュアルを関係機関に周知するとともに、マニュア
ルを使ったモデル事業を都内３病院で展開(内藤病
院、野村病院、公立福生病院）（平成26年度）

○在宅療養移行支援事業（平成26年度新規）【確保
計画】
（目的）
 ・救急医療機関に搬送された患者が、急性期を脱し
   た後、円滑に退院することを促進し、将来的な救急
   搬送患者の増加に対応した強固な二次救急医療
   体制を確保する。
 ・在宅療養患者の病状変化時の受入れなど、今後の
   在宅療養患者の増加に即した医療体制の構築に
   向け、救急医療機関における新たな機能を評価し、
   もって在宅療養の基盤強化を図る。
   平成26年度実績：20医療機関

○転院支援事業【再生計画】
 ・「東京都医療機関案内サービス（ひまわり）」を改修
   し転院支援に必要な情報を検索できる「転院支援
   情報システム」を構築（平成25年度）
 ・システムの運用を開始するとともに、使用状況に関
   する調査等を実施（平成26年度）

（目標３）
入院医療機関にお
ける退院支援の強
化を図る

A　・　B　・　C　・　D

○在宅療養推進会議のもと、平成27年7月に設
置した退院支援検討部会において、モデル事業
の効果検証等を踏まえた退院支援マニュアルの
改訂や更なる活用方策の検討を行う。（平成27
年度まで）

○在宅療養移行支援事業を実施し、引き続き医
療機関の取組を支援していく。（継続）

○調査等の結果等を踏まえシステムの評価・検
証を行い、必要に応じてシステムを改修するとと
もに、システムについての周知を行う。（平成２７
年度まで）

○アンケートやヒアリングなどを通じて各医療機関の退院支
援の実態を把握するとともに、退院後に必要な医療・介護
サービスを把握するためのスクリーニングシートや退院支援
のためのマニュアルについて検討・作成し、入院医療機関や
区市町村の在宅療養支援窓口等への周知を図る。

○訪問診療への同行等を通じ、入院医療機関で退院支援を
するMSWや看護師の養成を行うとともに、区市町村の在宅療
養支援窓口一覧を都のホームページに掲載するなど、円滑
な業務の支援を行う。

○在宅療養支援員育成事業を実施（平成26年度新
規）【確保基金】
　高齢者等が円滑に在宅生活に移行できるよう、病院
における退院支援・退院調整業務に携わる職員に対
する研修を行うためのカリキュラムを作成

（目標４）
在宅療養に関わる
人材の育成・確保
を図る

○入院医療機関での患者回診や訪問診療への同行など、
入院医療機関の医師等と在宅医療を担うかかりつけ医等と
が互いの現場を把握する機会を提供することにより、入院医
療と在宅療養双方の視点を持つ人材の育成に努める。また、
医療職及び介護職協同の研修や症例検討会を実施し、医
療や介護の知識・制度等を正しく理解させることにより、連携
の視点を持った人材の育成に努める。

○在宅療養研修事業を実施
平成26年度実績
地域リーダー　81名
地域における研修の実施　26地区医師会

○退院支援を円滑に行うため、入院医療機関から在宅への
移行等を調整する区市町村の在宅療養支援窓口等におい
て、医療：介護関係者間の調整業務に従事する職員を養成
する。

○退院後の療養生活に必要な医療・介護サービスについ
て、入院初期から準備ができるよう、入院医療機関における
退院支援を進める。

○在宅療養支援員養成事業を実施。【再生計画】
　
平成26年度実績：20区市町村　56名受講

A　・　B　・　C　・　D
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１１　在宅療養の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況(平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

第1章患者中心の医
療体制の充実
第4節　在宅療養の
取組

○訪問看護ステーションの人材確保を支援
 ・訪問看護人材確保育成事業について、引き続
  き着実に実施していく
 ・引き続き訪問看護推進部会において、訪問看
   護の人材確保策について検討を行う
 ・福祉人材の確保・定着モデル事業、訪問看護
   師勤務環境向上事業、訪問看護師定着推進
   事業について、引き続き着実に実施していく

○在宅医療サポート介護支援専門員の育成
「在宅医療サポート会議支援専門員研修」につ
いては、26年度事業終了。28年度からは、介護
支援専門員の法定研修のカリキュラムが見直さ
れ、医療との連携に必要な科目が導入されるた
め、今後は、法定研修を適切に実施

○在宅療養推進区市町村支援事業を実施し、
区市町村と関係機関へ支援を行っていく。（平成
27年度まで）

○医療保健政策区市町村包括補助事業を実施
し、区市町村の取組を支援していく。（継続）

○引き続き、ホームページ等を活用して情報提
供の実施

○在宅療養推進シンポジウムの開催（継続）

○在宅療養推進基盤整備事業（多職種連携連
絡会）において、都民に対する普及啓発を実施
する。（継続）

（目標４）
在宅療養に関わる
人材の育成・確保
を図る

○訪問看護ステーションの人材確保を支援するほか、「在宅
医療サポート介護支援専門員の養成」を引き続き実施し、介
護サービスと医療サービスを一体的に提供し、在宅療養生活
全般を支えるケアマネジメントを行えるよう取り組んでいく。

○訪問看護ステーションの人材確保を支援
 ・平成25年度より、訪問看護人材確保育成事業とし
  て、地域における教育ステーション事業、管理者・
  指導者育成事業、認定訪問看護師資格取得支援
  事業、訪問看護人材確保事業を実施。
 ・在宅療養推進会議の部会として訪問看護推進部
   会を設置し、訪問看護の推進に向けた取組につ
   いて検討。
 ・平成26年度より、福祉人材の確保・定着モデル事
   業、訪問看護師勤務環境向上事業、訪問看護師
   定着推進事業を実施【確保計画】
　福祉人材の確保・定着モデル事業
　　→５事業者に対し、事務職員の派遣を実施
　訪問看護師勤務環境向上事業
　　→２事業者に対して補助
　訪問看護師定着推進事業
　　→５事業者に対して補助

○在宅医療サポート介護支援専門員の育成
介護支援専門員に対して、医療職との連携に必要な
医療的知識等の付与を行う7日間40時間の「在宅医
療サポート介護支援専門員研修」を2回実施
（研修修了者数(研修カリキュラムの全課程を修了した
者)は、25年度467名　26年度469名）

（目標５）
災害時の支援体制
の確保を図る

○東京都地域防災計画に基づき区市町村が実施する要援
護者対策を支援するために必要な医療体制について検討す
る。

○在宅療養推進区市町村支援事業の実施【再生計
画
　 区市町村が医療機関等と協働で平成２５年度から
実施する、在宅療養患者の災害時支援体制確保のた
めの新たな取組を支援。
　５区（うち２区が事業者主体） A　・　B　・　C　・　D

○区市町村において、在宅人工呼吸器使用者に関する災害
時個別支援計画を積極的に作成するよう働きかける。

○医療保健政策区市町村包括補助事業の実施
・在宅人工呼吸器使用者療養支援事業
平成26年度実績：１区

（目標６）
在宅療養に関する
情報等について都
民への普及啓発を
図る

○区市町村の在宅療養支援窓口設置状況や災害時の支援
体制、病院機能及び介護保険制度等の在宅療養に関する
情報等について、既存の検索システムも活用し、区市町村と
連携して普及啓発を行っていく。

○都や区市町村のホームページ等で情報提供を実
施

A　・　B　・　C　・　D

○患者・家族が、在宅療養中に病状が変化した際の対応方
法や、看取りに関する正しい知識を持ち、考えるためのシン
ポジウムや市民公開講座などの開催について、在宅療養推
進会議等で検討し、実施していく。

○在宅療養推進シンポジウムの開催【再掲】
平成26年11月　テーマ「在宅看取りを考える」
参加者　３７８名

○在宅療養推進基盤整備事業（多職種連携連絡会）
において都民に対する普及啓発を実施【確保基金】
平成26年度実績：在宅医療実践ガイドブックを配布
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東京都保健医療計画（平成25年3月改定）進捗状況調査【調査票】
１１　在宅療養の取組

事項名

東京都保健医療計画（平成25年3月改定）の内容

これまでの取組状況(平成26年度まで）

　　　　　これまでの取組の評価
A：非常に順調に推進
B：順調に推進（29年度に目標達成可能）
C：取組の遅れが発生している
D：計画自体の見直しが必要

今後の予定

施策目標 具体的取組（要旨）

【評価指標】

項目
計画時
実績

目標
実績

資料出典
25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

在宅療養支援診療所
1,420
箇所

増やす
1,532箇所
（H26.4.1）

1,528箇所
（H27.4.1）

関東信越厚生局「届出受理医療機関名
簿」

在宅療養支援病院 53箇所 増やす
90箇所

（H26.4.1）
97箇所

（H27.4.1）

医療政策課調べ

関東信越厚生局「届出受理医療機関名
簿」

訪問看護ステーション
603

事業所
増やす

753事業所
（H26.4.1）

855事業
所

（H27.4.1）
高齢社会対策部介護保険課調べ

在宅医等相互支援体制構
築事業の実施

15地区
医師会

増やす
16地区
医師会

20地区
医師会
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